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１．はじめに
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(1) 目的

• SDGs実施指針の中で、SDGsを達成するため日本が取り組むべき8つの優先課題（表-1.1）と取り組み

にあたっての５原則（普遍性、包摂性、参画型、統合性、透明性と説明責任，表-1.2）が示された。こ

れらにより、①自らが当事者として主体的に参加し、②持続可能な社会の実現に貢献できるよう障壁を

取り除き、③あらゆるステークホルダーや当事者の参画を重視し、④当事者の視点を施策に反映するた

めの手段を講じ、全員参加型で取り組むことが求められている。

•一方、建設業界においては、SDGsの経営への浸透や取組みにばらつきがあり、その動機付けや何を

したらよいかを模索している状況が見られる。

•本ワーキングでは、建設業界のSDGsへの取り組みを加速させることを目的として、政府がSDGs実施

指針に示した8つの優先課題の分類に基づいて、地球規模や地域レベルでの社会課題解決のための取り

組み事例を調査した。さらに、建設業におけるSDGsアクションプラン案を整理した。

図-1.1 SDGsの17目標

• 2015年9月に国連で採択された2030アジェ

ンダの中で、持続可能な開発を実現するた

めの目標（SDGs）として17の目標と169

のターゲットが示された（図-1.1、参考-1

～9） 1)。

•日本を含む各国は2030アジェンダの実現に

尽力することが求められ、2016年12月に

SDGs実施指針（2019年12月改訂） 2)が

我が国の国家戦略としてSDGs推進本部

（本部長：内閣総理大臣）より示された。
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取組みの5原則 要点

普遍性 国内実施と国際協力の両面で率先した取り組み、全ての国が行動

包摂性 普遍的価値としての人権尊重、ジェンダーの平等と視点の主流化、
“誰一人取り残さない”

参画型 全ステークホルダーや当事者の参画を重視し、当事者視点の全員参加型

統合性 直接関連する優先課題以外の社会・経済・環境いずれの課題への統合的な取り組み

透明性と説明責任 高い透明性を確保して定期的に評価、公表

(1) 目的

表-1.1 SDGs実施指針に示された8つの優先課題

分類（5つのP） 8つの優先課題

People （人間） ① あらゆる人々が活躍する社会・ジェンダー平等の実現

② 健康・長寿の達成

Prosperity （繁栄） ③ 成長市場の創出、地域活性化、科学技術イノベーション

Planet （地球） ④ 持続可能で強靱な国土と質の高いインフラの整備

⑤ 省・再生可能エネルギー、防災・気候変動対策、循環型社会

⑥ 生物多様性、森林、海洋等の環境の保全

Peace （平和） ⑦ 平和と安全・安心社会の実現

Partnership （パートナーシップ） ⑧ SDGs 実施推進の体制と手段

表-1.2 SDGs実施指針に示された取り組みの5原則
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(2) SDGｓを取り巻く社会の動向

〔国際〕

・2016年 5月 全国務大臣で構成する持続可能な開発目標（SDGs）推進本部（本部長：

内閣総理大臣） 3)を設置

・2016年12月 持続可能な開発目標（SDGs）実施指針 2)を策定（2019年12月に改訂）

・2017年12月 SDGsアクションプラン2018を採択、以降毎年12月に翌年のアクションプラ

ンを発表 3)

・2018年 8月 内閣府が地方創生SDGs官民連携プラットフォームを設立。2018年度より、

SDGs未来都市を毎年約30選定し、そのうち優れた10の提案を自治体SDGs

モデル事業に選定

・2018年11月 経済産業省がSDGs経営／ESG投資研究会を立上げ、2019年5月にSDGs

経営ガイド 4)を発表

・2017年11月 日本経済団体連合会（経団連）が Society5.0の実現を通じたSDGsの達成

を柱とする企業行動憲章 5)に改定

1) これまでの経緯
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・2015年 9月 2016年から2030年までの持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable

Development Goals）が国連で採択

〔国内〕

官庁

民間



(2) SDGｓを取り巻く社会の動向

2) 主な動向

・SDGsでは、持続可能な開発における課題解決のため、民間企業の活動・投資・イノベーションや

創造性が求められている（2030アジェンダ 第67条）6)。また、経団連の企業行動憲章により、

持続可能な社会を推進することは企業の重要な役割であることが示された 5)。

・民間企業がSDGsに取り組む理由として、次のことが挙げられる。7) 8)

1）ビジネス機会の獲得
SDGsの実現が社会的課題になることで、エネルギー、環境、健康などの社会課題解決に寄与する
製品やサービスのニーズが増加し、積極的に取り組む企業がビジネス機会を得られる。また、
ステークホルダーとの関係強化により、新たな市場開拓の機会が得られる。

2）経営リスクへの対応
サプライチェーンを含めた人権問題、環境影響などのSDGsに対するネガティブインパクトが企業
経営の持続性に悪影響を与える場合があり、SDGsに取り組むことで経営リスク回避につながる。

3) SDGｓへの貢献による企業価値の向上
本業の事業収益等に直接関係しないが、ボランティア活動など社会貢献性の高い事業による取り
組みもSDGsの実現には求められ、ブランド力の強化、ガバナンスの向上に寄与する。

4) ESG投資、グリーンボンド、インパクト投資等による事業資金獲得
SDGsに取り組む企業では安定的な成長が見込めることから、SDGsが企業評価の指標になってい
る。また、投資によるリターンとともに、社会的、環境的な課題解決を目指すインパクト投資が
増加している。SDGsに係る個別事業では、実施企業自体のSDGsへの取り組みが投資家等から
審査要件になりつつある。

・17のSDGsすべてが各企業にとって等しく重要ではなく、企業の強み（経営資源や専門性等）を

生かして、取り組むべき重要課題を設定して経営資源を投入することが求められている 6) 7)。また、

SDGsのあるべき目標を設定し、この将来の「あるべき姿」から逆算して「今何をすべきか」を

考える「バックキャスティング思考」が必要とされており、創造性やイノベーション、様々な

ステークホルダと連携した取り組みが求められている 4)。
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２．建設業における
SDGsアクションプランの概要
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(1) 政府のSDGｓアクションプラン2021の概要

表-2.1 政府のSDGsアクションプラン2021の取り組み項目

本ワーキングでは、政府のSDGsアクションプラン2021（表-2.1）9)の取り組み項目に基づき、建設

業の取り組みを整理した。（最新の政府のSDGsアクションプランは、持続可能な開発目標(SDGs)

推進本部のホームページ 3)を参照）
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(2) 建設業のSDGsアクションプラン案の概要

優先課題3

成長市場の創出､地域活性
化､科学技術イノベーション

⚫ 未来志向の社会づくり

⚫ 基盤となる技術・データ

⚫ 地方創生や未来志向の社
会づくりを支える技術・
基盤・制度

⚫ 地方の技術・基盤強化

⚫ 農山漁村を含む地域の

活性化

⚫ 農林水産業の成長産業化

⚫ スマート農林水産業の

推進

⚫ 農林水産業を担う人材等
の育成・確保

優先課題4

持続可能で強靭な国土と質
の高いインフラの整備

⚫ 持続可能で強靭な
街づくり

⚫ 文化資源の保護・活用

⚫ 世界の強靭化に向けた
国際貢献

⚫ 質の高いインフラの海外
展開

優先課題5

省・再生可能エネルギー，
防災・気候変動対策，
循環型社会

⚫ 再エネ・新エネ等の導入
促進

⚫ 循環型社会への貢献

⚫ 徹底した省エネの推進

⚫ 気候変動対策

⚫ 持続可能な生産・消費の促
進。食品廃棄物・食品ロス

の削減や活用

⚫ 研究開発の推進(省･再エネ
ルギー、防災･気候変動対
策、循環型社会に関する）

優先課題6

生物多様性、森林・海洋等
の環境の保全

⚫ 海洋保全・海洋プラス
チックゴミ対策

⚫ 生物多様性・森林保全

⚫ 大気保全

⚫ 化学物質対策

政府が示したSDGsに関わる8つの優先課題の中で、建設業に特に関連する優先課題3～6について、

事例調査等を実施した。抽出した建設業のSDGsアクションプランの取り組み項目を表-2.2に示す。

表-2.2 建設業のSDGsアクションプラン案の取り組み項目
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3．建設業における各優先課題の主な取組み
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1) 未来志向の社会づくり

優先課題３：成長市場の創出､地域活性化､科学技術イノベーション(1)

No. 取組項目 アクションプランの概要

1-1 Connected City
あらゆるモノやサービスをオンラインでつなげるヒト中心の実証都市
で新たな価値の創出、ビジネスモデルの構築を推進

1-2 i-Construction の推進
無人化施工等による労働力不足の解消や生産性向上、また被災地や
宇宙など有人施工が難しい空間でのインフラ整備を支援

2) 基盤となる技術・データ

3) 地方創生や未来志向の社会づくりを支える技術・基盤・制度

No. 取組項目 アクションプランの概要

2-1
総合科学による地球規模
課題対応

リモートセンシング技術により得られる画像等の情報を高度に処理・
提供し、地球環境の問題解決や都市・地域づくり、災害対応のインフ
ラ整備などを支援

No. 取組項目 アクションプランの概要

3-1
Society 5.0を支える
ICT開発

インフラ整備の効率化や物流の高度化、豪雨時のBCP対策、次世代
モビリティとの融合等、未来志向の社会づくりを支える技術開発

3-2
データ連携促進型
スマートシティの推進

ロボットやIoT、ウェアラブルデバイスによる労働力不足の解消と
安全な職場環境の確保。また、DXによる働き方改革と人材開発の推進
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4) 地方の技術・基盤強化

優先課題３：成長市場の創出､地域活性化､科学技術イノベーション(2)

5) 農山漁村を含む地域の活性化

No. 取組項目 アクションプランの概要

4-1 未来技術の社会実装
AIやIoT、5Gなどを駆使して、データをより高度に利活用することで、
ビジネスに変革、企業の成長、地方の様々な社会課題解決を支援

4-2 地方創生SDGsの推進
地方へ本社機能の一部を移転させ、地域との交流を目的とした拠点を
設立し、地方採用・子どもの育成の場の創出により、地方創生を推進

4-3
地域金融機関との若者
の創業支援

「地域経済の活性化・地域の魅力向上・地域課題の解決」を目的として
掲げ、若者の創業支援を地方公共団体・地域金融機関と連携して推進

4-4 持続可能な観光の推進

道の駅やパーキングエリアを観光や地域活性化の拠点とする他、公の
施設の指定管理者として運営・管理のノウハウの蓄積を推進

市街地の未利用空間や商業施設周辺に緑地や利用者のニーズに応じた
休憩施設などを整備したり、地域独自の自然資本を活用することで、
地域経済を活性化

No. 取組項目 アクションプランの概要

5-1
農山漁村の振興のため
の支援

食料自給率の低下を背景とした国産農産物へのニーズや地産地消への
取り組みの他、耕作放棄地の解消など農業分野の課題の解決を推進

5-2 棚田地域振興
森林の涵養機能と棚田の水利用を解析し、水循環と水収支を明らかに
することにより、水源保全の取り組みから生み出される産業を通じて
地域活性化を推進
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6) 農林水産業の成長産業化

優先課題３：成長市場の創出､地域活性化､科学技術イノベーション(3)

7) スマート農林水産業の推進

8) 農林水産業を担う人材等の育成・確保

No. 取組項目 アクションプランの概要

6-1 農林水産業の６次産業化
地方公共団体・地権者と連携を図り、農地を集約・大区画化し、農業
の６次産業化による地域活性化を推進

6-2
木材産業・木造建築の
活性化

木材の地産地消で地域の経済を循環させ、林業、木材加工業、運送業、
建設業の活性化と維持管理を元に人材育成を推進

No. 取組項目 アクションプランの概要

7-1
スマート農業総合推進
対策事業

ビッグデータの解析やスマートフォン・タブレットの活用等、AI、
IoTの導入により、農業の労働力不足の解消や自動化、効率化を推進

7-2 スマ－ト水産業推進
ICT を活用した漁場・養殖場などの管理により、水産資源の持続的な
利用と生産基盤の強化を一体的に推進

No. 取組項目 アクションプランの概要

8-1
「緑の雇用」新規就業者
の育成

豊かな森林資源を有する地域の間伐材由来の木質バイオマスによる
発電事業によって、未利用材の利用促進における自然と人間との共生
の継続を推進
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優先課題４：持続可能で強靱な国土と質の高いインフラの整備(1)

1) 持続可能で強靭な街づくり

No. 取組項目 アクションプランの概要

1-1
地震を含む自然災害
への防災・減災、復旧

防災・減災機能の強化のため、自然災害の予防・対応力を向上させる
ための研究開発および取組の推進

1-2
災害情報共有・予測
システムの活用

最新観測予測分析技術およびモニタリングシステムによる災害の把握と、
被害推定による避難行動への支援

1-3 水防災対策の推進
あらゆる関係者が流域全体で行う持続可能な「流域治水」の推進と予測
システム・貯留システム等の技術開発

1-4
エネルギー供給網の
強靭化

平常時の節電対策と非常時の事業継続対策を両立する街づくり、災害時
の電力供給にも対応したスマートマンションなど災害対応力向上の促進

1-5 インフラの長寿命化
構造物の調査・診断、耐震補強、ダム機能の向上や長寿命化、コンク
リート構造物の長寿命化等の推進

1-6
廃棄物の削減及び資源
の有効利用

頻発化・激甚化する自然災害により発生する膨大な量の災害廃棄物の
削減、資源の有効利用の促進

1-7 水の安定供給
既存施設の徹底活用やハード･ソフト施策の連携により、災害や渇水等
に対応したリスク管理型の水の安定供給の推進

1-8
グリーンインフラの
推進

社会資本整備や土地利用等のハード・ソフト両面において、自然環境の
有する多様な機能を活用し、持続可能で魅力ある地域づくり等を推進

1-9
戦略的な社会資本の
整備

国土強靱化、防災・減災対策、老朽化対策などの分野に重点化し、
ストック効果が最大限発揮されるよう戦略的な取組の推進
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優先課題４：持続可能で強靱な国土と質の高いインフラの整備(2)

2) 文化資源の保護・活用

No. 取組項目 アクションプランの概要

2-1
石垣や歴史的構造物の
保存・修復

国宝・重要文化財（建造物）を次世代に継承するための修理や、自然
災害等から護るための防災施設等の整備、耐震対策等の推進

2-2 建造物の保護・活用
神社・仏閣向けの防災設備の推進、歴史上・学術上価値の高い史跡等
について、保存整備や活用等の推進

14

3) 世界の強靭化に向けた国際貢献

No. 取組項目 アクションプランの概要

3-1 インフラ構造物の強靭化
インフラ構造物の洪水対策、安全対策、改修に対して日本の技術及び
製品使用による支援

3-2
インフラメンテナンスの
技術支援

インフラ構造物の調査技術、異常検知システム、再生技術などによる
支援

3-3
環境に関する国際協力の
推進

環境インフラの海外展開の推進によるSDGs 達成に資する環境協力、
支援

4) 質の高いインフラの海外展開

No. 取組項目 アクションプランの概要

4-1
質の高いインフラ構築の
取り組み

世界のインフラ需要に対して質の高いインフラ整備を推進

4-2
インフラ構築のための
工法、材料

杭の圧入工法や循環式ブラスト工法の提案、防災のための機材や知識
などの支援



1) 再エネ・新エネ等の導入促進

優先課題５：省･再生可能エネルギー､防災･気候変動対策､循環型社会(1)

No. 取組項目 アクションプランの概要

1-1 風力発電
洋上風力発電の導入拡大に向けた低コスト化、および風力関連産業の
競争力強化等の研究・技術開発

1-2 太陽光発電

立地制約（ビル壁面等）を克服する柔軟・軽量・高効率な次世代型太陽
電池の技術開発

太陽光を農業生産と発電とで共有する営農型太陽光発電の全国的な展開

1-3 水素エネルギー

再生可能エネルギーで製造した水素等を活用し、FC (燃料電池）モビリ
ティの先進導入モデルの構築や公共施設･駅･工場等のゼロエミ（ゼロエ
ミッション）化

再生可能エネルギーを活用した水素製造や国際的な水素サプライチェー
ンの構築、発電分野における水素の利活用

1-4 バイオマスエネルギー

家畜排せつ物の畜産バイオマスを活用し、エネルギーの地産地消に資す
るバイオガスプラント等の導入を支援

国産木質バイオマス発電・熱利用の促進
(未活用の早生樹等の活用実証)
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2) 循環型社会への貢献

優先課題５：省･再生可能エネルギー､防災･気候変動対策､循環型社会(2)

3) 徹底した省エネの推進

No. 取組項目 アクションプランの概要

2-1
一般廃棄物処理施設の
整備

市町村等が行う高効率発電設備の整備や余熱利用、防災拠点として
の災害時への対応を含めた一般廃棄物処理施設の整備・長寿命化等
の支援としての取り組み

2-2
産業廃棄物のコンクリー
トへの使用

高炉スラグ、フライアッシュ使用によるCO2削減

No. 取組項目 アクションプランの概要

3-1 産業界の自主的取組
業界ごとに自主的に温室効果ガス排出削減目標を設定し、省エネル
ギーをはじめとした国内事業活動における排出削減への取り組み

3-2
施設園芸における省エネ
対策

産地の収益力強化に向けた取り組みとして、ヒートパイプ等の省エ
ネルギー設備の導入支援

3-3 ＺＥＨ／ＺＥＢ
大幅な省エネルギーを実現した上で再生可能エネルギーにより年間
で消費するエネルギー量をまかなうことを目指した住宅・建築物の
導入を推進
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優先課題５：省･再生可能エネルギー､防災･気候変動対策､循環型社会(3)

4) 気候変動対策

5) 持続可能な生産・消費の促進、食品廃棄物・食品ロスの削減や活用

No. 取組項目 アクションプランの概要

5-1 食品リサイクルの促進
下水汚泥バイオガス施設における食品廃棄物の混合利用を促進する
取り組みを支援

5-2 メタン発酵バイオ液肥
メタン発酵後の残渣をバイオ液肥等として地域で有効利用するための
取り組みを支援

5-3
食品廃棄物等の
３Ｒ推進事業

地域力を活かした食品ロス削減の取り組みを推進するとともに、市民
一人ひとりへの普及啓発・行動変容の促進により目標達成を図る

No. 取組項目 アクションプランの概要

4-1
災害リスクへ備える
体制の強化

防災・減災の取り組みが積極的に実施されるよう後援

4-2 熱中症対策推進事業
熱中症警戒アラートや暑さ指数(WBGT)、予防・措置等の熱中症に
関する情報を関係省庁や報道機関、マニュアルやホームページ等を
通じての普及推進

4-3 J-クレジット制度の推進
省エネルギー・再生可能エネルギー設備の導入等による温室効果ガス
排出削減量等をクレジットとして認証する制度の推進

4-4 再生可能エネルギー
海外の「RE100」を踏まえ、「エコアクション21」にSDGsを取り込
み、サプライチェーン全体のグリーン化を推進
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6) 研究開発の推進（省・再エネ、防災・気候変動対策、循環型社会）

優先課題５：省･再生可能エネルギー､防災･気候変動対策､循環型社会(4)

No. 取組項目 アクションプランの概要

6-1 CCUS CO2回収・貯留技術の普及に向けた研究開発・実証

6-2
カーボンリサイクルの
推進

CO2を吸収するコンクリートの技術開発

CO2を集中的に吹き込んで大量発生した微細藻類を原料としたバイオ
ジェット燃料の開発

6-3
国際的オープンイノベー
ション

再生可能エネルギー系統安定化、モビリティ、エネルギーマネジメン
ト、水素等の我が国の先進的な技術・システムの人材育成事業等によ
る実証・国際標準化の推進

6-4
FEMS
工場エネルギー管理
システム

受配電設備のエネルギー管理や稼働状況を把握し、エネルギー使用量
を監視しながら生産ラインや照明、空調などの運転を制御してピーク
電力を調整

6-5
BEMS
ビルエネルギー管理
システム

業務用ビル等、建物内のエネルギー使用状況や設備機器の運転状況を
把握し、需要予測に基づく負荷を勘案して最適な自動運転制御を行う
トータルシステム
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1) 海洋保全・海洋プラスチックゴミ対策

優先課題６：生物多様性、森林・海洋等の環境の保全(1)

No. 取組項目 アクションプランの概要

1-1
底質改善、水質改善、
生物生息域造成
プロジェクト

海域の環境改善(水質改善、生物生息場等)やブルーカーボンを目的と
した干潟・浅場・海浜の再生・創出、覆砂、海水交換

1-2
藻場・干潟・浅場の
造成

港湾整備事業で発生する浚渫土砂を有効利用して、アサリ等の育成場
としての干潟、および海藻や魚等の生息場としての藻場や浅場の造成

1-3 生物共生護岸
海域の生物多様性の向上や水質の改善を期待し、直立の既設護岸に
生物の生息場となる構造を付加する護岸への機能追加

1-4
海底資源開発に対する
環境影響

採掘時の濁水等、開発による影響範囲の推定、底生生物のモニタリン
グや環境可視化技術の開発

1-5 海洋ごみ問題
海洋ごみの調査や海洋環境への影響に関する教育、海ごみゼロ活動の
表彰、再生材・バイオプラスチックの活用、ポイ捨て防止、海洋ごみ
回収・処理等の活動

1-6 サンゴ礁の保全
サンゴの養殖、植え付け事業や、特定地域のサンゴの保管などによる
サンゴ礁の回復・保全

1-7
マニュアル・
ハンドブックの刊行

港湾工事における環境保全技術や海辺の自然再生事業に関するマニュ
アルやハンドブックの整備・情報提供
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2) 生物多様性・森林保全

優先課題６：生物多様性、森林・海洋等の環境の保全(2)

No. 取組項目 アクションプランの概要

2-1 ビオトープの整備
生物の生態と科学技術に基づいた、地域の自然を復元するビオトープ
の整備の推進

2-2 希少種の保全
希少種の行動や生態に配慮した工事計画、採食や営巣の場の保全、
長期モニタリングの実施

2-3
生物多様性評価方法の
開発

科学技術に基づいた生物多様性評価方法の開発、予測と実測の比較に
よる改良

2-4 森林計画
CO2吸収による地球温暖化抑制や雨水・土砂の流出抑制など、森林の
多面的機能を考慮した森づくりの推進

2-5
生物多様性オフセット
の実施

定量評価による事業影響の把握および影響の回避・低減・代償措置の
実施

2-6 森林認証木材の使用
クリーンウッド法に基づき、合法的に伐採された木材の利用による
サプライチェーン全体での森林保全
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優先課題６：生物多様性、森林・海洋等の環境の保全(3)

3) 大気保全

4) 化学物質対策

No. 取組項目 アクションプランの概要

3-1 建設機械の電動化 建設機械の電動化による、温室効果ガス排出量の低減

3-2 光触媒の利用
仮囲いパネルなどへの光触媒の塗布や貼付などによる大気浄化・
脱臭・抗菌殺菌

No. 取組項目 アクションプランの概要

4-1
改正土壌汚染対策法へ
の対応

改正土壌汚染対策法に基づく、汚染の状況把握や対策の実施
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4．取組み事例
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優先課題３：成長市場の創出､地域活性化､科学技術イノベーション(1)
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〔優先課題〕 ●：主要カテゴリ（１つ）、○：関連カテゴリ（複数可）

No. 優先課題（カテゴリ） タイトル 目的・目標 具体的内容 参考図 実施主体 SDGｓ17の目標 参考資料
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URL、文献名、出典
（閲覧日：2022年3月31日）

1.未来志向の社会づくり

1-1.Connected City

1 ● ○ ○ ○

暮らしを支えるあらゆるモノや
サービスをオンラインでつなげ
る実証都市「コネクティッド・シ
ティ：Woven City（ウーブン・シ
ティ）」の建設

「ヒト中心」の街
Woven Cityでカーボ
ンニュートラル実現

水素を「つくる」「運ぶ」「使う」という一連のサプライチェー
ンに関する実証をWoven Cityおよびその近隣で行い、日
本や世界の多くの国が宣言する2050年までのカーボン
ニュートラル実現への貢献を目指。

トヨタ自動車（株）
ＥＮＥＯＳ（株）
ウーブン・プラネッ
ト・ホールディング
ス（株）

○ ○ ○ ● ○ ○

https://www.woven-
city.global/jpn
https://www.woven-
planet.global/jp/news-
release/20210510

1-2.i-Construction の推進

2 ● ○

建設機械を無人制御できるシ
ステム（i-Construction推進）

労働力不足の解消や
生産性向上

搭載したレーザーセンサーを使って空間を3次元（3D）で
把握し、障害物を避けて走行できるようにする。地下や
山間部など、GPSの電波が届かない現場での自動運転
が可能。建設機械の周辺環境を示す地図作成と自己位
置推定を3次元で同時に行うSLAM技術※1を活用した位
置情報取得技術「T-iDraw Map」※2の開発・導入によ
り、随時位置情報を取得でき、施工現場の周辺環境変化
に的確に対応した自動運転が可能

大成建設（株） 🏁 ●
https://www.taisei.co.jp/about_us
/wn/2021/210611_8304.html

3 ●

建設機械の遠隔自動制御に
よる月面作業

宇宙開発（遠隔操作
と自動制御の協調に
よる遠隔施工システ
ムの実現）

将来、月面に基地を作ることを目指して1000キロ離れた
ところにある建設機械を遠隔操作で動かす実験を行っ
た。、さらに離れた場所での遠隔操作も今後、試すことに
している。

国立研究開発法
人宇宙航空研究
開発機構（JAXA）
鹿島建設(株）

🏁 ●
https://www.jaxa.jp/press/2021/
05/20210518-1_j.html

2.基盤となる技術・データ

2-1.総合科学による地球規模課題対応

4 ● ○ ○ ○

衛星画像の提供などリモート
センシングによる災害、社会イ
ンフラ、農林水産、環境等にお
けるリスク回避を支援

リモートセンシング技
術による地球の問題
解決および人類の持
続的発展への貢献

人工衛星、航空機、自動車、観測タワー、船舶、ブイ等よ
り取得したデータや情報を気候変動監視、森林管理、水
資源管理、食料安全保障、災害監視、国土管理等に活
かす取組。 一般財団法人リ

モートセンシング
技術センター

○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ● ○ ●
https://www.restec.or.jp/about/i
ndex.html

5 ○ ● ○ ○ ○

全世界デジタル3D地図による
地球、防災等の各種解析支援

・持続可能な都市・地
域づくり
・防災・自然災害対
応のためのインフラ
整備

「地球を丸ごとデジタル化して各種のシミュレーションに
役立たせる―」。AW3D®は、世界最高性能の地球観測
衛星の画像群と世界トップクラスの画像処理技術によ
り、全世界を対象に、最高2,500分の1の精度の3Dデータ
や画像情報、抽出情報などを提供するもの。サービス開
始以来5年で世界120カ国の地図が、約1,100のプロジェ
クトで活用されている。

（株）エヌ・ティ・
ティ・データ
リモート・センシン
グ技術センター

● ○ ● ● ○ ● ●

https://www.nttdata.com/jp/ja/s
ustainability/sdgs-
management/sdgs/case/

3.地方創生や未来志向の社会づくりを支える技術・基盤・制度

3-1.Society 5.0を支えるICT開発

6 ● ○

次世代の道路構想「ダイバー
ストリート™」

地下空間を短工期か
つローコストで構築で
きる施工方法。自動
運転の路車間通信や
走行中給電など次世
代モビリティとの融合
にも寄与

「ダイバーストリート」は、地下空間を有しており、物流シ
ステムの高度化や、無電柱化、共同溝などの効率的なイ
ンフラ配置に貢献できるほか、豪雨時の雨水貯留といっ
たBCP対策も可能。また、高い機能を有する路面機能に
より、自動運転の路車間通信や走行中給電なども可能と
なり、次世代モビリティとの融合にも寄与できます。

(株）大林組
トヨタ自動車（株）
未来創生セン
ター、
（株）豊田中央研
究所

🏁 ○ ●
https://www.obayashi.co.jp/news
/detail/news20210721_1.html

〔SDGs17の目標〕 ●：主要目標（１つ）　　○：関連目標（複数可）　←WGの判断による
　　　　　　　　　　　　塗りつぶしは、実施主体が公表した関連目標（すべて●）



優先課題３：成長市場の創出､地域活性化､科学技術イノベーション(2)
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〔優先課題〕 ●：主要カテゴリ（１つ）、○：関連カテゴリ（複数可）

No. 優先課題（カテゴリ） タイトル 目的・目標 具体的内容 参考図 実施主体 SDGｓ17の目標 参考資料
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3-2.データ連携促進型スマートシティの推進

7 ●

AIを活用による「作業姿勢自
動判別システム」を導入した働
く人にやさしい工場

少子高齢化により労
働力不足が深刻化す
る中、年配者や女性
でも安心・安全に働く
ことができる現場づく
り

作業者にとって安全で身体への負荷が少ない作業環境
を実現していくため、現場を撮影して作業者の行動・姿勢
をAIがチェックし、安全性・作業効率などの気づきを得る
仕組みを導入。

日立建機（株） ● ○

https://www.hitachicm.com/glob
al/wp-
content/uploads/2020/08/2020_2
7-32.pdf#page=3

8 ○ ●

ソーシャルロボットによる高齢
者向けケアサービス
IoTやウェアラブルデバイスに
よる人の能力開発

健康長寿社会の実現
ソーシャルロボットにより高齢化社会を支え、IoTやウェア
ラブルデバイスにより、人生100年時代の生きがい、やり
がいをサポートする。

（株）エヌ・ティ・
ティ・データ

○ ● ○
https://www.nttdata.com/jp/ja/d
ata-insight/2021/0422/

9 ○ ●

DX推進による教育・高度医
療・業務効率化

医療サービスの向
上。医学教育方法の
充実。
医療従事者の職場環
境改善。

今回のコロナ禍で重症患者に関する情報をすべての医
療者がリアルタイムに共有し、すぐに意思決定できる環
境が整った。スマートフォンによる音声入力で記録を作
成する仕掛けを試験的に導入し、その結果、残業を大幅
に削減することができ、現場からも好評。学生の出欠管
理を自動化するビーコンや顔認証、病院内で検体や薬
剤を自動搬送するロボット、AI問診、5Gのトライアル等、
新しいテクノロジーの実証検証も積極的に実施。

聖マリアンナ医科
大学
日本電気(株）

○ ○ ●
https://wisdom.nec.com/ja/event
/nvw/2021010801/index.html

4.地方の技術・基盤強化

4-1.未来技術の社会実装

10 ●

DX推進によるデータ駆動型社
会の実現

Society 5.0の実現 AIやIoT，5Gなどを駆使してデータをより高度に利活用す
ることで，ビジネスに変革をもたらし、個々の企業の成
長、様々な社会課題の解決や，持続可能な開発目標
（SDGs）の達成にも寄与。
例えば、物流におけるドライバーの健康管理や運行管理
の見える化・省力化、AI活用による訪問修理における最
適化。

富士通（株） ○ ○ ● ○ ○
https://www.fujitsu.com/jp/group
/fjj/services/keyword/dx/

11 ● ○

Shimz デジタルゼネコン リアルなものづくりの
知恵と先端デジタル
技術により、ものづく
りをデジタルで行い、
リアルな空間とデジタ
ルな空間・サービスを
提供

①ものづくりをデジタル：プロジェクトの上流から下流まで
一貫したデータ連携体制を構築し、デジタルなものづくり
を目指す。②デジタルな空間・サービスを提供：都市や建
物のデジタルツイン活用によるサービスを提供し、顧客
の資産価値向上や運営管理の効率化、利用者の利便
性や安全・安心の向上に貢献。③ものづくりを支えるデジ
タル：従業員がいつでもどこでも安全に業務を実行。

清水建設（株） 🏁 ○ ● ○ ○

https://www.shimz.co.jp/compan
y/about/news-
release/2021/2021023.html

4-2.地方創生SDGs の推進

12 ●

積極的な地方採用、こどもの
育成の場も創出

地域での人材創出、
ならびに地域との交
流を増やす機会を設
ける

地方へ本社機能の一部を移転させる。石川県小松市に
社員の人材育成機能を担う拠点「コマツウェイ総合研修
センタ」を設立。約150人が東京本社等から移転し、 複
数事業所に分散されていた教育機能を同拠点に集約。
地方採用も開始し、地域との交流拠点「こまつの杜」を設
立。里山での自然観察や、理科・ものづくり教室など、小
学校向けの社会体験の機会など提供し、地域の子供の
育成と自然環境の保全に役立っている。

小松製作所

● ○
https://www.komatsu.jp/ja/newsr
oom/2021/20210513

4-3.地域金融機関との若者の創業支援

13 ●

地方からビジネスを創出する
スタートアップスタジオ「LtG 
Startup Studio」をオープン

三島市における若者
の創業支援の地域一
丸となった取組み

「新たな産業、雇用の創出による地域経済の活性化」
「若者の創業支援による地域の魅力向上」「人材交流を
通じた地域課題の解決」を目的として、五者（三島市、三
島商工会議所、静岡銀行三島支店、三島信用金庫、加
和太建設）により、「LtG Startup Studio」を地域の創業
拠点の1つとし、事業化支援、利用者紹介、ビジネスコン
テストの開催支援等、各者の得意とする支援やリソース
を提供し地域内の新たなチャレンジを後押しする。

加和太建設

🏁 ● ○
https://www.kawata.org/press_rel
ease/4850.html

〔SDGs17の目標〕 ●：主要目標（１つ）　　○：関連目標（複数可）　←WGの判断による
　　　　　　　　　　　　塗りつぶしは、実施主体が公表した関連目標（すべて●）
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4-4.持続可能な観光の推進

14 ●

愛知道路コンセッション事業 有料道路の運営を通
じた地域活性化

日本での有料道路コンセッションの第一号案件として、
2016年10月より愛知県内の8路線・全72.5kmを運営。
2018年7月には「地域の種（ひと・もの・こと）を育み、次
世代に果実としてつなぐパーキングエリア」をコンセプト
に、運営する2カ所のパーキングエリアを“愛知多の種”と
してブランド化しリニューアルオープン。地域の食材のレ
ストランや商品の提供、観光情報の提供等を行い、地域
と協働して地域活性化の拠点となる運営をめざす。

前田建設工業

🏁 ○ ●
https://www.maeda.co.jp/recruit
/project/story01/index.html

15 ●

TRIP BASE STYLE 道の駅を観光や地方
活性化の拠点とする

道の駅を観光の「目的地」として定着させ、道の駅の近
隣にホテルをオープンすることにより観光客の滞在時間
を延ばし、地域にお金が落ちる構造をつくる。

積水ハウス

🏁 ● ○
https://tripbasestyle.com/index.h
tml

16 ●

施設の建設から管理・運営ま
で

公共施設の管理運営
を行って地域貢献

公の施設の指定管理者として、施設の建設だけではな
く、管理運営も行っている。施設を運営することにより、
使いやすい施設を造るノウハウも吸収しており、これらの
専門的なノウハウを生かして社会に貢献するため、多数
の社員が特定非営利活動法人に参加し、未来のために
貢献している。

弘安建設

🏁 ● ○
https://www.kouan-
construction.com/

17 ○ ● ○

Marunouchi Street Park
(緑の集客効果による地域経
済の活性化)

緑化による屋外快適
環境創出（夏季温熱
環境の快適化）、集
客・売上・平均滞在
時間の増加、市街地
の快適性・イメージ向
上

商業施設やオフィスビルに隣接した車道を芝生で緑化
し、飲食店舗の屋外客席（テーブル・イス）の増設、屋外
Wifi、電源を整備し、PCを持ち込んでのオフィスワーカー
の仕事スペースや来客など多様な利用者が活用できる
場所を提供。人流センサーや温熱環境計測による人の
混雑・日陰ルートなどをオンラインで見える化し、緑によ
る集客等の効果を実証した。

三菱地所

○ ○ ●
https://www.youtube.com/watch
?v=tWH9uRCG5XA

18 ○ ● ○ ○

コウノトリの野生復帰プロジェ
クト
（自然資本を保全・活用した地
域経済の活性化）

コウノトリの野生復帰
を通した、農産物のブ
ランド化・売上・作付
面積増加、観光客増
加、防災機能の強
化、生物多様性の保
全

農業生産の見直し（コウノトリ育む農法）、河川の拡幅・
多自然化、水田ビオトープ、遊水地の再生などにより、コ
ウノトリを野生復帰させ、付加価値の高い農産物の生
産、環境教育、エコツアー（コウノトリツーリズム）、学術
研究など、自治体主導で環境をコアにした街づくりを実施
している。

兵庫県豊岡市

○ ○ ● ○ ○
https://www.city.toyooka.lg.jp/ko
notori/index.html

5.農山漁村を含む地域の活性化

5-1.農山漁村の振興のための支援

19 ●

「夏秋いちご」栽培・出荷・販
売事業

地域における雇用の
創出や地域ブランド
の確立

農場を夏秋いちごの栽培に適した冷涼な高地である長
野県軽井沢町内の耕作放棄地において確保し、冬春い
ちごに劣らない香りや甘みを持つ「なつあかり」と「信大
BS8-9」の2 品種を生産。食料自給率の低下を背景とし
た国産農産品へのニーズや「地産地消」への取り組みの
ほか、地域における雇用の創出や地域ブランドの確立な
どによる「地方創生」に貢献するとともに耕作放棄地の
解消など農業分野における課題の解決に努める。

奥村組

🏁 ○ ●
http://www.okumuragumi.co.jp/new
srelease/data/210510.pdf

5-2.棚田地域振興

20 ●

土佐町の水循環解析 森林の持つ水源涵養
機能や棚田の役割を
定量化

森林の涵養機能と棚田の水利用を解析し、土佐町の水
循環と水収支を明らかにする。
そのため土佐町全域の3次元地質モデルを構築し、表流
水と地下水の連成解析を実施する。
水源保全と涵養のありさまと、その取組から生み出され
る産業、社会的インパクトを通じ地域経済の活性化を目
指す。

株式会社地圏環
境テクノロジ

🏁 ● ○

https://future-
city.go.jp/platform/download/dat
a/case2020/all.pdf

〔SDGs17の目標〕 ●：主要目標（１つ）　　○：関連目標（複数可）　←WGの判断による
　　　　　　　　　　　　塗りつぶしは、実施主体が公表した関連目標（すべて●）
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6.農林水産業の成長産業化

6-1.農林水産業の６次産業化

21 ●

アグリサイエンスバレー構想 茨城県常総市との官
民連携で参画したの
が、農業6次産業化を
軸とした地域社会の
未来づくり 「アグリサ
イエンスバレー」構想

多数の地権者が所有する農地を集約し大区画化すると
同時に、生産・加工・流通・販売まで一気通貫した事業
施設を整備。農業6次産業化による地域活性化を目指す
まちづくりを行う。
事業の構想段階から地域に入り、市、地権者と3者で官
民連携事業（PPP協定）を結ぶとともに、土地区画整理事
業の業務代行者としても事業を進めている。

戸田建設

🏁 ○ ●
https://www.toda.co.jp/business/
newbusiness/

6-2.木材産業・木造建築の活性化

22 ●

木で建ててみよう 木材の地産地消で地
域経済を循環

地域の木材を利用し、林業、木材加工業、運送業、建設
業など地域経済を循環させる。大規模木造建築物の建
設には多くの地域プレイヤーが関わり、ゼネコンが技術
を持った地域の工務店や職人と協力して建てることがで
きる。その地域に最新の木造建築技術が伝わり、その技
術が地域や企業にとっての将来の糧となる。木造建築物
を使い続けるために不可欠なメンテナンスなどの過程
も、地域の事業者が技術を発揮する機会になる。

前田建設工業

🏁 ● ○
https://kidetatetemiyou.com/tate
ru/article03.html

7.スマート農林水産業の推進

7-1.スマート農業総合推進対策事業

23 ● ○

ビッグデータによる営農支援
システムの機能拡充やAI技術
の活用によるスマート農業

農業従事者の高齢化
対応や大規模化の支
援による持続可能な
農業の実現

水田の給水・排水をスマートフォンやパソコンでモニタリ
ングしながら、遠隔操作または自動で制御できるシステ
ムや、インターネットの地図情報を活用し、ほ場管理や作
業記録を簡単に行えるシステムなどによる農業の生産性
の向上・省力化のサポート。
また、水環境分野においても水道管から水処理施設に
至るまでマイクロソフトを戦略的パートナーとし、IT基盤の
移行を進める。

（株）クボタ
マイクロソフト
NTTグループ

○ ○ ○ ○ ● ○

https://agriculture.kubota.co.jp/p
roduct/smart-
agriculture/?utm_source=yahoo&u
tm_medium=cpc&utm_campaign=3
6&yclid=YSS.1000199166.EAIaIQ
obChMIocbUj8Gv8QIVUreWCh1K
WA_kEAAYAiAAEgJnSfD_BwE

7-2.スマ－ト水産業推進

24 ● ○

クロマグロの養殖魚サイズ測
定自動化サービスによる生産
性の向上

AI・IoT技術の活用に
よる持続可能な水産
資源の供給

養殖いけす内の養殖魚のサイズは、給餌量や水揚げ時
期を決定する重要な情報であり、作業効率化と測定精度
向上が課題であった。そこで、NECが2018年に開発した
養殖魚サイズ測定自動化サービスを改良し、幼魚を対象
としたシステムの導入で、さらに養殖業の生産性が大きく
向上。

豊田通商（株）
日本電気(株）

○ ○ ● ○

https://www.toyota-
tsusho.com/press/detail/200521_
004622.html

8.農林水産業を担う人材等の育成・確保

8-1.「緑の雇用」新規就業者の育成

25 ●

地域と協働で取り組んだバイ
オマスの活用（山梨県南部
町）

未利用材の利用促進
による地域における
自然と人間との共生
の継続

南部町内のアルカディア南部総合公園スポーツセンター
（住所:山梨県南巨摩郡南部町大和360）の敷地内に木
質バイオマス発電所（熱分解方式）を建設し、豊かな森
林資源を有する南部町及び近隣地域から間伐材由来の
木質バイオマス資源を調達して発電事業を行う。

株式会社⾧大

🏁 ○ ●

https://future-
city.go.jp/platform/download/dat
a/case2020/all.pdf

〔SDGs17の目標〕 ●：主要目標（１つ）　　○：関連目標（複数可）　←WGの判断による
　　　　　　　　　　　　塗りつぶしは、実施主体が公表した関連目標（すべて●）
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（閲覧日：2022年3月31日）

１． 持続可能で強靭な街づくり

1-1.地震を含む自然災害への防災・減災・復旧

1 ●

無人情報化施工システム 災害から人々の生命
や生活、財産を守り
たい

無人化施工によるブルドーザ排土板制御システム。GPS
による無人測量システムや３次元バックホウ誘導システ
ム、転圧・敷均し管理システムを開発、導入して無人情
報化施工システム

熊谷組

🏁 ○ ●
https://www.kumagaigumi.co.jp/t
ech/disaster/disaster/01.html

2 ○ ●

「防災面でのまちの強靭化」 地域社会の強靭化の
ため

大規模火災や災害が発生した際、生コン車（アジテータ
車・ミキサー車）に自社の工場から水を汲み、消防車へ
の水の供給や災害地への生活用水として利用してもらえ
るよう、市と防災協定を締結。

-

龍野生コンクリー
ト

🏁 ● ○

https://www.sdgs-
log.com/company_case/detail.php
?id=101

3 ● ○

建物を使い続けるための制震
改修　超大型TMD「D3SKY
（Dual-direction Dynamic 
Damper of Simple Kajima 
stYle）®」

多くの超高層ビルは
制震性能不足や、長
周期地震動による大
きく、長い揺れの不安
を抱えており、この問
題を解決

超高層ビルの屋上に巨大な❝振り子型のおもり❞を設
置することで建物全体の揺れを抑える技術

鹿島建設

🏁 ●
https://www.kajima.co.jp/sustain
ability/sdgs/index-j.html

4 ● ○

建設業の使命としての災害復
旧

災害発生時に一刻も
早い復旧を目指す

・豪雨に伴い発生した大規模な浸水被害に対する堤防
緊急復旧工事
・自治体との災害協定

鹿島建設
自治体

🏁 ● ●
https://www.kajima.co.jp/news/d
igest/feb_2020/feature/index.html

5 ● ○

レジリエンストイレ（断水時にも
配慮したパブリック向け便器）

断水時も使い慣れた
家庭のトイレを使用

常時は洗浄水量5Lの水洗トイレとして使用でき、シャ
ワートイレも設置可能。断水時には洗浄水量を5Lから1L
に切り替えて使う。使い慣れたトイレを断水時も使用する
ため安心である。

※避難場所等へのトイレ設置（仮設トイレ、バイオトイレ
等）

LIXIL

● ●
https://www.lixil.co.jp/lineup/toil
et/resilience/

6 ●

２段タイ材地下施工法（控え工
増設による既設矢板岸壁の機
能強化リニューアル工法）

控え式矢板岸壁に対
して既設岸壁を再利
用して増深等の機能
強化や耐震補強を図
る技術

新規に控え工を設置し、高性能小口径推進機により陸
上から斜め削孔して既設岸壁の水中部にタイ材を増設
することにより、新旧２段のタイ材で外力に抵抗する工
法。海岸線沿いの地盤沈下により相対的に水深が増加
した岸壁において、天端を嵩上げ修復する場合の荷重
増加に対する岸壁補強工法として適用可能である。

大林組

🏁 ●

https://www.obayashi.co.jp/soluti
on_technology/detail/tech_d003.h
tml

7 ●

ラディッシュアンカー工法（地盤
を迅速に補強し、土砂災害に
対する防災力を強化）

従来のアンカー体に
比べ、太くて短いアン
カー体を用いて地盤
を強化・補強する工
法

本工法適用で法面を急勾配化できることによる空間の有
効利用が可能になる。切り取り補強土留壁工、斜面・の
り面補強工などの本体工事の他、アースアンカー代替工
法として掘削土留め工などの仮設工事、盛土のり面の急
勾配化にも活用できます。地盤全体の安定性の向上を
図ることができることから、降雨や地震に対しても高い補
強効果が期待できる。

東急建設

🏁 ●
https://www.tokyu-
cnst.co.jp/technology/1664.html

〔SDGs17の目標〕 ●：主要目標（１つ）　　○：関連目標（複数可）　←WGの判断による
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8 ●

ニューマチックケーソン工法 高耐震性の地中構造
物の構築

躯体剛性が高く、鉛直方向・水平方向の荷重に対し高い
支持機構を有する構造物。

オリエンタル白
石、大豊建設

🏁 ●
https://www.orsc.co.jp/tec/new
m_v2/ncon02.html#04

1-2.災害情報共有・予測システムの活用

9 ●

地震の揺れを予測する新たな
手法

将来の地震災害に備
えるための地震ハ
ザード評価や地震発
生直後の緊急地震速
報の精度向上

地震動の強さ（震度等）の予測技術に、人工知能(ＡＩ)分
野で使われる「機械学習」（機械学習が持つ予測の柔軟
性）と、従来から使われてきた物理モデルに基づく地震
動予測式が持つ、まれな事象を予測する際の安定性と
いった双方の長所を組み合わせ、単一の手法に比べて
より高精度な予測が可能であるハイブリッド手法である。

国立研究開発法
人防災科学技術
研究所

●
https://www.bosai.go.jp/info/pres
s/2020/20200727.html

10 ●

地震対策技術、災害シミュレー
ション技術「maXim」

防災計画の検討など
に活用できる技術

maXim：建物のBIMデータに連鎖的に発生する災害事象
を統合化し、仮想現実によるリアルな避難行動が把握で
きる。質の高い持続可能かつ強靭なインフラの開発。

竹中工務店

🏁 ○ ●
https://www.takenaka.co.jp/news
/2017/03/04/index.html

11 ●

ハード・ソフトの両面でお客様
のBCPを支援

企業、そして社会が
直面する適切なBCP
（事業継続計画）構築
という課題に対応

災害リスクを可視化し、災害への備えを行い、避難・復旧
の対応を安全かつ迅速に――。ハード・ソフトの両面で
高度な知見を持つ、鹿島にしかできない支援策を提供す
る。

鹿島建設

🏁 ●
https://www.kajima.co.jp/sustain
ability/sdgs/index-j.html

12 ●

RisKma流域水循環予測情報
サービス『RisKma』（水災害リ
スクマッピングシステム）

近年頻発するゲリラ
豪雨や集中豪雨など
を予測し、それに起
因する水災害の発生
リスク情報をリアルタ
イムで発信するWeb
サービス

36時間先までの雨量分布予報が可能で、また、累加雨
量分布を5分間隔で配信するため、現在の状況がリアル
タイムで把握できます。浸⽔リスクに対しては、ゲリラ豪

⾬による内⽔氾濫のリスク情報や、バーチャル⽔⾯マッ

プの表⽰がある。ゲリラ豪雨予報については、関東・北

陸・中部地域を対象とし、2～3時間先までの豪雨情報を
表示する。

建設技術研究所

🏁 ● ○
http://www.ctie.co.jp/tech/tech4
8.html

13 ● ○

AIを活用した未来画像予測に
よる防災・減災力の高度化

数時間後の監視画像
を予測し、防災・減災
に貢献

AI（人工知能）技術の一種であるディープラーニング（深
層学習）を用いて、監視カメラ画像が将来どのように変化
するかを予測する未来画像予測技術である。

建設技術研究所

🏁 ● ○
http://www.ctie.co.jp/tech/tech4
7.html

14 ● ○

市街地の多地点の浸水状況
を共有できる冠水センサーを
用いた水害監視システム

・冠水発生時の水防
活動に自治体の人手
不足起因での対処遅
れをなくす
・水災害発生時の
BCP(事業継続計画）
に活用

豪雨時の道路冠水を簡易冠水モニタリングシステムにて
リアルタイムに通知することで、自治体職員による早期
の水防活動に活用する。 街路灯やカーブミラーなどの
ポールに設置したセンサーが道路冠水を検知すると、
IoT無線ユニットより遠隔にいる管理者のスマートフォン
やPCへメール通知を行う。

オプテックス

● ● ●

https://future-
city.go.jp/platform/download/dat
a/case2020/056.pdf

〔SDGs17の目標〕 ●：主要目標（１つ）　　○：関連目標（複数可）　←WGの判断による
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1-3.治水、水防災対策の推進

15 ● ○

流域治水プロジェクト 河川流域全体のあら
ゆる関係者が協働
し、流域全体で水害
を軽減させる治水対
策「流域治水」への転
換

近年の気候変動による災害の激甚化、頻発化を踏まえ、
上流、 下流、本川、支川の流域全体を俯瞰し、河川整
備、雨水貯留浸透施設、土地利用規制、利 水ダムの事
前放流など、あらゆる関係者の協働による治水対策の
全体像をとりまとめた初 めての取り組みである。

国土交通省

● ○ ○
https://www.mlit.go.jp/river/kase
n/ryuiki_pro/index.html

16 ● ○

雨水貯留システム「クロス
ウェーブ」

豪雨時に下水道や河
川に流れ込む雨水の
量を調節し、雨水の
再利用

再生プラスチックを原料とした成形品で、地下に埋設して
空間を形成し、雨水を貯留する。脆弱性の高い途上国の
適応ニーズに応え、インドや中国等のグローバルな気候
変動課題を解決する。

積水化学工業

● ● ● ●
https://www.sekisui.co.jp/news/2
017/1314520_29186.html

17 ● ○

流体予測AIシステム 「AI空間解析技術」と
「ドローンレーザー測
量技術」の融合　災
害時の浸水状況を短
時間で解析可能

河川氾濫等の災害時に、従来は浸水深度を調査員が現
地調査していたものをAIで自動化専用のレーザー計測ユ
ニットを搭載したドローンを飛ばし、点群データを収集、専
用のPCで解析する事により、従来は１軒ずつ調査員が
実測していたものを、数カ所の実測から、浸水深度を正
確に算出し、罹災証明発行等の時間短縮に寄与する。

アリスマ―

○ ● ○
https://www.mlit.go.jp/river/kase
n/ryuiki_pro/index.html

18 ● ○

ダムの事前放流判断支援
サービス

「最大15日先」「解像
度が高い」「精度が高
い」予測の提供により
浸水被害低減

●日本気象協会が独自開発した『JWAアンサンブル予
測※1』のデータ（最大15日先までの予測情報）を活用す
ることで時間に余裕を持ったダムの事前放流計画を立て
ることが可能●具体的に示される「事前放流すべき時間
帯や放流量のデータ」を活用したダムの事前放流判断
支援。

日本気象協会

● ○
https://www.jwa.or.jp/news/2020
/03/9451/

19 ● ○

鶴見川流水プロジェクト　洪水
調節施設整備事業　鶴見川多
目的遊水地

氾濫をできるだけ防
ぐ・減らすための対策

密集市街地の限られた土地を有効利用し、洪水時には
治水施設である遊水地として、通常時には公園、緑地、
スポーツ施設として使用でき水と緑のスポーツオアシスと
して遊水地を整備。

京浜河川事務所

● ○
https://www.ktr.mlit.go.jp/ktr_con
tent/content/000800539.pdf

20 ●

DUCMM工法（鋼管立坑から
の直接発進・到達工法）

被災した地中管路の
復旧、付替え等にお
いて鋼管立坑による
シールド・推進工事に
適用することで、工期
短縮、コスト縮減

シールド・推進工事の鋼管立坑において、切羽安定の地
盤改良を必要とせずに直接発進または到達することが
可能な工法である。

錢高組

🏁 ●
http://202.248.29.83/news/2007
/tech-service/070921.html

1-4.災害等に強いエネルギー供給網整備

21 ○ ● ○

時代が求める ecoBCP 平常時の節電・省エ
ネ(eco)対策と非常時
の事業継続(BCP)対
策を両立する施設・ま
ちづくり

・平常時の快適な省エネと確実な節電を両立、ランニン
グコストを削減。
・居住者・テナントへの高付加価値の提供、事業性向
上。
・今後想定される連動型巨大地震に対する事業継続性
向上。
・災害時におけるエネルギーの自立性を確保。
・建設・運営・メンテナンスのトータルライフサイクルコスト
の削減。

清水建設

🏁 ○ ●
https://www.shimz.co.jp/ecobcp/
background.html

〔SDGs17の目標〕 ●：主要目標（１つ）　　○：関連目標（複数可）　←WGの判断による
　　　　　　　　　　　　塗りつぶしは、実施主体が公表した関連目標（すべて●）
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22 ● ○ ○

災害時の電力需給にも対応し
た、自然の力を活かしたマン
ション

・災害時の電力供給
に対応
・生物多様性・景観保
全への取り組み

街開きから50年が経ち、老朽化した集合住宅の建て替
えが進むなか、これまで培ってきた、豊かな緑を活かした
外構植栽計画と、災害時の電力需給にも対応した、最先
端の環境配慮技術を備えた次世代スマートマンションと
しました。

大和ハウス工業

● ○

https://www.daiwahouse.com/su
stainable/eco/products/2017_3.h
tml

1-5.インフラの長寿命化

23 ●

構造物補修・補強用炭素繊維
シート「リペラーク®」

全・安心な社会インフ
ラ構築とインフラ改修
にかかる費用や人手
はその確保が難しい
状況への対応

炭素繊維は、比重が鉄の約1/4しかないにもかかわらず
強度は鋼材の約10倍あり、さらに、化学的に安定してい
て塩害にも強いなど数多くの特長を兼ね備えています
鋼・コンクリート用の補修・補強材料であり、炭素繊維の
特長をそのまま有し、シート状に加工することで施工性に
も優れている。

三菱ケミカル

●

https://www.m-
chemical.co.jp/csr/activities/cas
e2.html

24 ●

インフラ長寿命化の技術開発 インフラの長寿命化 ・ダム機能の向上や長寿命化を図る再生技術
・橋の架け替え・補修技術

鹿島建設
清水建設
IHI

🏁 ● ●
https://www.kajima.co.jp/tech/c_
dam/renewal/index.html

25 ●

バジリスク（バクテリアを活用
した自己治癒コンクリート）

構造物の長寿命化や
維持管理の簡素化お
よびライフサイクルコ
ストの削減。長寿命

化によりCO2排出量

も大幅に削減するこ
とが可能

材料は、休眠状態のバクテリアと餌の元となるポリ乳酸
を特殊な装置で攪拌する。コンクリートが硬化しひび割れ
が発生すると、ひび割れから雨水と酸素が侵入する。こ
れにより、ひび割れ近傍のコンクリートのPHが低下して
いくことで、バクテリアは休眠から目覚め、分裂を繰り返
す。分裂したバクテリアは、周りの乳酸カルシウムを摂取
し、炭酸カルシウムを排出し、この炭酸カルシウムがひび
割れを埋めていく。

会澤高圧コンク
リート

🏁 ○ ● ○

https://basilisk.co.jp/?__hstc=394
63804.687d9e309f7cda46a439a3f
24238cde5.1636608677240.16366
08677240.1636608677240.1&__hss
c=39463804.2.1636608677240&__h
sfp=1472769583

26 ●

広域帯超音波による橋梁基礎
の洗堀調査

探触子を直接接触させるコンクリート用超音波探査機を
使用し、橋梁基礎の洗堀（空洞）を探査する。

長大

🏁 ○ ●
https://www.chodai.co.jp/product
s/case/014202.html

27 ●

超望遠レンズによる⾼層構造
物の外観検査技術

本技術は、超望遠レンズを使⽤し、橋梁の主塔や下部構

造、床版下⾯に対し、⾜場や⾼所作業⾞なしで外観調査

を⾏う技術です。・最⼤撮影距離︓110ｍ・撮影した画像

に対して、ひび割れ⾃動抽出技術を適⽤することも可能

である。ひび割れ抽出精度︓最⼩0.1ｍｍ

長大

🏁 ○ ●
https://www.chodai.co.jp/product
s/case/014200.html

28 ●

高速道路リニューアルプロジェ
クト

高速道路の長期保全 道路ネットワーク機能を長期にわたって健全に保つた
め、橋梁やトンネルなどの構造物のリニューアル、大規
模更新工事を行う。

NEXCO他　高速
道路各社

🏁 ● ● ●
https://www.e-
nexco.co.jp/csr/group/sdgs.html

〔SDGs17の目標〕 ●：主要目標（１つ）　　○：関連目標（複数可）　←WGの判断による
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1-6.廃棄物の削減及び資源の有効利用

29 ●

再生骨材コンクリート 細骨材と粗骨材の両
方に再生骨材を使用
した再生骨材コンク
リートの製造・供給が
可能

粗骨材だけではなく、細骨材にも再生骨材を利用するこ
とができるため、「廃棄物の削減」、「資源の有効利用」と
いった環境への配慮をより一層推進することができる。
また、再生骨材コンクリートに対する適切な品質管理方
法を確立し、国土交通大臣認定を取得しているので、杭
や地下構造物にも適用することが可能である。

五洋建設

🏁 ● ○

https://www.penta-
ocean.co.jp/business/tech/archit
ect/structure/recycledaggregate.
html

30 ●

ガラリクリート工法（大粒径コ
ンクリートガラを使用したコン
クリート再生技術）

粒径400mm程度のコ
ンクリートガラを使用
でき、解体骨材の製
造に専用小割破砕機
等は不要で油圧ブ
レーカーやニブラと
いった大割用解体機
械のみで対応可能

ガラリクリート工法は、現場でコンクリートを解体して、最
大粒径400mm以下に粒度調整したコンクリート解体ガラ
（以下、｢解体骨材｣）を、その粒度分布や設計基準強度
を考慮して配合したモルタルと混合し、振動ローラーで振
動・転圧してコンクリート構造物を構築する技術。ここで、
｢解体骨材｣は最大粒径や粒度を調整することで、有価
物相当になるように品質管理を行う。

清水建設

🏁 ● ○
https://www.shimz.co.jp/solution
/tech273/index.html

31 ●

海水練り・海砂コンクリート（地
産・地消型の高品質コンクリー
ト）

津波により海水が付
着した震災コンクリー
トがらを用いて消波ブ
ロックなどを現地で作
成

練り混ぜ水に海水を、細骨材に未洗浄の海砂を使用す
ることで、練り混ぜ水に上水を用いた場合に比べ、緻密
で高機能なコンクリートを実現する。

大林組

🏁 ● ○

https://www.obayashi.co.jp/soluti
on_technology/detail/tech_d066.h
tml

32 ●

津波堆積物および混合廃棄物
の浄化技術

津波堆積物と、ふる
い下に集められる多
量の廃棄物や有害物
質を除去し、より良質
な土木資材（洗浄砂、
洗浄礫）を生成

この施設の濁水処理の過程で不溶化剤を添加し、有害
物質の溶出抑制を行うことで、海面埋立材などの土木資
材として利用する。

鹿島建設

🏁 ● ○

https://www.kajima.co.jp/tech/in
dust_waste/waste/index.html#pag
etop

1-7.水の安定供給

33 ●

漏水検知システム 独自開発の超高感度
センサーおよびアル
ゴリズムにて実現す
ることで、異常管路の
早期発見・補修をサ
ポート

センサー内に実装した独自アルゴリズムにて解析し、漏
水検知結果をクラウドに伝送することで遠隔にて管路の
漏水発生状態を確認する。
漏水検知サービスの導入により、広範囲かつ常時の管
路監視を実現できるため、異常管路の早期検知・早期補
修が可能となる。

HITACHI

○ ○ ●
https://www.hitachi.co.jp/Prod/c
omp/app/social_infra_mnt/water/

34 ●

管路更生システム「SPR工法」 下水を止めず、かつ、
道路を掘り返さなで
老朽化した管路を更
生

硬質塩化ビニル製の帯（プロファイル）を老朽管の内側に
らせん状に巻きつけ更生管をつくり、裏込め材を入れ既
設管と一体化することで、耐震性や耐久性に優れた管路
にリニューアルする。道路を掘らず下水を流したまま施工
ができるので、周辺の交通への影響も少なく工事もシン
プルに。廃棄物も大幅に削減できるので環境にもやさし
い工法である。

SEKISUI

○ ●
https://www.sekisui.co.jp/newfro
ntier/fact/spr/index.html

35 ●

上下水道監視制御システム
TOSWACS™-V

確かな知識と高度な
技術で上下水道施設
の運転管理サービス
を提供

小規模水道施設や簡易水道施設の統合により、分散す
る施設を多く有する水道施設の運転管理や巡回点検等
を、ICT技術を活用することにより安心できる維持管理を
提供する。

TOSHIBA

● ○ ○

https://www.toshiba.co.jp/infrast
ructure/social/water-
environmental/solution-
product/monitoring-
control/waterworks.htm

〔SDGs17の目標〕 ●：主要目標（１つ）　　○：関連目標（複数可）　←WGの判断による
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1-8.グリーンインフラの推進

36 ●

グリーンインフラを活用した
ヒートアイランド対策

雨水が植栽基盤や舗
装材に貯留・浸透し
地表までしみ上がる
機能や、植物の健全
な生育による葉から
の蒸散作用を活用し
た「冷える」空間づくり

道路や歩道に降った雨水を直接下水道に流さず、舗装
下の路床で貯留浸透させる雨水貯留浸透基盤材（J・ミッ
クス、パワーミックス、グラスミックス、ビバソイル）を使用
する。保水性レンガや保水性インターロッキングブロック
と組み合わせることにより、地下の雨水は地表面にしみ
上がり周囲の空気を冷やす効果を発揮する。

TOHO LEO

○ ○ ●
https://greeninfrastructure.jp/sol
ution/heat-island/

37 ●

植栽基盤整備 根域を想定した植栽
基盤の確保による台
風倒木被害抑制

台風による倒木の被害のうち、とりわけ、「根返り」被害
への対策は、将来の樹高に見合った根域を想定した植
栽基盤の確保が被害抑制につながる。　　　　　　　　　　　　
　　　有効土層の厚さについては、①「根鉢の厚さ」＋「根
が下方へ伸長するのに必要な厚さ」、②強風時にも倒伏
しない根張り、③干ばつ時にも潅水（かんすい）なしで枯
れないだけの水分を保てる、以上３点の条件によって規
定される。

大阪府

○ ○ ●

https://www.pref.osaka.lg.jp/dait
oshimachi/green-
design/topic.html

38 ●

グリーンベルト事業の推進 市街地に隣接する山
麓斜面を一連の緑地
帯（グリーンベルト）と
して、行政と地域が連
携して保全・創出する
ことにより、土砂災害
を防止し、自然環境・
景観を保全

急な斜面の崩壊防止、無秩序な市街地拡大防止のため
の樹林保全、樹林がもたらす風致景観及び生態系等保
全、レクリエーションの場の提供の機能を有するグリーン
ベルトを整備のため、人工林の手入れ、育苗等を実施。

国土交通省

● ○ ○
https://www.mlit.go.jp/common/0
01286039.pdf

39 ●

グリーンインフラによる持続可
能な地域づくりへの貢献（「グ
リーンインフラ＋（PLUS）」）

自然の恵みを地域全
体に還元する事業の
展開

グリーンインフラ整備に自社が持つソフトや技術を「+」す
ることで、自然の恵みを地域全体に還元する事業形態
・山間部から農村部では、農林業を通じた里山・農地の
保全・再生や生態系に配慮したインフラの整備
・都市部近郊では、多自然型の公共空間整備による水と
みどり豊かな住環境の整備
・都市部から臨海部では、外構や壁面・屋上の緑化によ
るヒートアイランド現象緩和・雨水流出抑制

清水建設

● ● ● ● ● ● ● ● ●
https://www.shimz.co.jp/greeninf
raplus/

40 ●

自然をものづくりに取り入れ、
人と自然が共生し、生きがいと
活気あふれる社会に貢献
（「自然と、つくる」）

グリーンインフラをも
のづくりに積極的に
取り入れることで、暮
らし、自然環境、経済
に好循環を生む

・山里におけるグリーンインフラ技術：川や池の生態系回
復、川や池の水質浄化、・洪水から街を守る、・陸の生態
系回復
・都市におけるグリーンインフラ技術：都市に生態系を創
出、ヒートアイランドの緩和、都市型水害の軽減、緑地の
機能評価
・海辺のグリーンインフラ技術：海の水質浄化、沿岸域の
生態系回復、津波・高潮から街を守る。

大林組

● ● ● ● ● ● ● ● ●
https://www.obayashi.co.jp/gree
n/

1-9.戦略的な社会資本の整備

41 ●

地震・津波等の災害に対する
リスク低減の施策

公共土木施設の耐震
化や津波対策等の推
進、危険密集市街地
の解消

緊急輸送道路上の橋梁の耐震化や河川堤防・湾岸堤防
棟の整備、避難場所（公園・広場）の整備による密集市
街地の安全性向上。

国土交通省

● ○
https://www.mlit.go.jp/report/pre
ss/content/001406365.pdf

42 ●

災害時における交通機能の確
保の施策

災害に強い道路ネッ
トワークの構築、災害
時における港湾機能
の維持、地下鉄等の
浸水防止対策の推
進、災害時の道路閉
塞を防ぐ無電柱化

高規格道路の4車線化優先整備区間の事業着手、海上
交通ネットワークの維持のため高瀬・高波対策が必要な
港湾において港湾機能維持・早期再開、既往大規模の
降雨により浸水の恐れのある地下駅や電気設備等の浸
水防止対策を行う。

国土交通省

●
https://www.mlit.go.jp/report/pre
ss/content/001406365.pdf

〔SDGs17の目標〕 ●：主要目標（１つ）　　○：関連目標（複数可）　←WGの判断による
　　　　　　　　　　　　塗りつぶしは、実施主体が公表した関連目標（すべて●）
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43 ●

集約・再編等によるインフラス
トックの適正化の施策

道路、河川、湾岸、下
水道、港湾、公園、官
庁設備等の集約・再
編等に向けた取り組
み推進

道路施設の集約・撤去、機能縮小の検討司法恐慌団体
の割合を促進、河川の老朽化した小規模な樋門等の無
道緑化実施率の推進、大規模地震が想定されいている
地域等における水門・陸閘等の安全な掲載体制の確
保、汚水処理施設の集約による広域化、既存施設の統
廃合機能集約化および転換、新たな合同庁舎の整備に
よる集約など。

国土交通省

●
https://www.mlit.go.jp/report/pre
ss/content/001406365.pdf

44 ●

サプライチェーン全体の強靭
化・最適化

三大都市圏棟におけ
る環状道路の整備と
促進、国際コンテナ
戦略港湾における国
際基幹航路の維持・
拡大、物流における
DX・標準化等の推進

三大都市圏環状道路整備率の推進、我が国に寄港する
国際基幹航路の輸送力の確保、港湾物流への接続可
能な港湾関係者数の推進など。

国土交通省

●
https://www.mlit.go.jp/report/pre
ss/content/001406365.pdf

45 ●

グリーン社会の実現 インフラを活用した地
域再エネ利用の拡
大、建設機械からの

CO2排出量の削減、

グリーンインフラの推
進など

下水道バイオマス発電や道路遊休地での太陽光発電、
低炭素排出建機への低利融資や補助金、グリーンイン
フラ官民連携プラットフォームに登録している自治代のう
ちグリーンインフラの取組を事業化した自治体数の推
進。

国土交通省

○ ● ○
https://www.mlit.go.jp/report/pre
ss/content/001406365.pdf

2．文化資源の保護・活用

2-1.石垣や歴史的構造物の保存・修復

46 ○ ●

石垣修復技術による文化資源
の保護

震災で被害を受けた
城の石垣修復。次世
代に継承するための
修復

・解体する前に石垣全体や個々の石材の形状を３Ｄモデ
ル化し、シミュレーション技術を用い、築石の配置を検
討。
・崩れた石材の輪郭1つ1つをＣＡＤで描き、崩落前の複
数の石垣の写真と照合しながら、石材を組み合わせ、石
材の配置を検討。

清水建設
鹿島建設
他各社

🏁 ●
https://www.shimz.co.jp/solution
/tech296/index.html

47 ●

歴史的建造物の保存、改修、
復元

社会にとっても大切
な資産となる建物の
生涯を、より長くより
良いものにするため
にサポートする（施設
の長寿命化）

・富岡製糸場西置繭所（にしおきまゆしょ） 保存修理
・ホテルニューグランド（横浜市）の改修
・姫路城大天守 保存修理工事

竹中工務店
清水建設
鹿島建設
他各社

🏁 ● ●
https://www.kajima.co.jp/tech/hi
meji_castle/finish/index-j.html

48 ●

重要文化財の耐震補強に使
用された「軽くて強い炭素繊維 
CABKOMA®」

善光寺の重要文化財
「経蔵（きょうぞう）」
が、耐震補強に炭素
繊維素材を使用

炭素繊維ゆえに、素材自体が鉄の約4分の1の軽さで、
引っ張り強度は鉄の約10倍、また、錆びない素材であ
る。補強工事の中で、天井面を強くして耐震性を高める
目的で、ブレース（筋交い）を建物の壁面や天井面に取り
付ける。

Daiwa House 
Group

○ ●

https://www.daiwahouse.com/su
stainable/sustainable_journey/top
ics/cabkoma/index02.html

49 ●

鉄筋挿入による石垣補強・計
測技術（城郭石垣等を歴史
的・文化財的価値を損なわず
に補強する技術）

城郭石垣等の歴史
的・文化財的価値の
高い石垣（空積み石
垣）において、その価
値を損なわずに応急
的に補強

石垣前面より鉄筋を挿入することで石垣の一体化および
裏栗の変位を拘束することで安定性を向上させるもので
ある。挿入する鉄筋に予めひずみゲージを貼り付けてお
くことで、石垣内部の荷重のかかりかたの変化を知るこ
とも可能である。

安藤・間

🏁 ●
https://www.nikkenren.com/dobo
ku/hukkou_pdf/003_011.pdf

〔SDGs17の目標〕 ●：主要目標（１つ）　　○：関連目標（複数可）　←WGの判断による
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2-2.建造物の保護・活用

50 ●

消火設備 スーパーアウル800 神社・仏閣向けに、弊
社と消火設備メー
カーで共同開発した
屋外パッケージ型消
火設備

従来の消火設備と違い、電源や配管工事が必要なく、コ
ストパフォーマンスに優れた消火設備である。また従来
の粉末薬剤よりも、木造火災に適した、液体消火薬剤を
使用している。

桜井防災

●

http://www.sakurai-
bousai.co.jp/enterprise/bunkazai.
html

51 ●

大牟田市の歴史遺産、「三井
港倶楽部」の取得と保全

歴史文化財の保存と
活用

大牟田市の三井港倶楽部を取得し、次の100年に向けて
「歴史文化財の保存」という社会貢献を果たすと同時に、
全く新しい施設に生まれ変わらせる事業としての充実を
図る。

三井松島ホール
ディングス

● ●

https://www.mitsui-
matsushima.co.jp/csr/activities_d
tl.html#c01

３． 世界の強靭化に向けた国際貢献

3-1.インフラ構造物の強靭化

52 ●

タイ「バンコク地下鉄建設事
業」入口のかさ上げ

地下鉄構内への水の
侵入防止

洪水時にも継続して運行できる よう、入口を歩道から高
くし、 水が構内に入らないような設計 にしたことで、2011 
年の大洪 水の際に空港、道路が閉鎖され る中、ブルー
ラインは浸水地域 でも地下鉄構内へ水は侵入せ ず、継
続して運行できた。

JICA

● ○

53 ●

自発光道路鋲を使用した夜間
の交通安全対策にかかる案
件化調査

インフラ整備の促進、
道路安全対策の向上

タンザニアにおける夜間の視界不良による交通事故の
増加に対して、自発光道路鋲を活用した夜間の交通安
全対策のための実証実験を実施。道路インフラ整備の推
進と道路安全対策の向上に貢献した。

海外コンサルタン
ツ協会
協力企業：オリエ
ンタルコンサルタ
ンツ 🏁 ● ● ●

http://www.ecfa.or.jp/japanese/s
dgs/index.html

54 ●

インフラ緊急復旧改善事業 電力共有の改善を図
り、産業振興を通じた
経済開発に寄与

ミャンマーにおいては、近年の外国投資誘致政策や工業
化の進展により電力需要が増加しているが、水力発電で
の乾期の電力不足、火力発電の機能低下による事故の
頻発が懸念されている。ヤンゴン地域の火力発電所およ
び変電所の改修を主要機器については、日本製品で支
援した。

海外コンサルタン
ツ協会
協力企業：東京設
計

🏁 ● ● ●
http://www.ecfa.or.jp/japanese/s
dgs/index.html

3-2.インフラメンテナンスの技術支援

55 ●

ドローンを活用した効率的で
安全な橋梁点検を実施

発展途上国の多くは
人材不足、技術不
足、予算不足のた
め、適切な点検・維持
活動を行うことができ
ない課題への対応策

ドローンおよびICTを活用した効率的なインフラ点検作業
の技術協力を行う。

HITACHI ●

https://www.hitachi-
systems.com/special/jica/index.h
tml

56 ●

スマートフォンによる路面性状
把握システム（ケニア）

路面の状況を簡単・
安価に検出

スマートフォンに内蔵されているセンサ（加速度・角速
度・GPS）と独自の技術を組み合わせ、精度の高い路面
調査（IRIを推定）を、低コストで実現可能に。スマートフォ
ンを所有の車両などに搭載するだけで、自動的に路面の
異常を検知できる。それにより、計画的な予防保全対策
が行えたり、住民からの通報や問い合わせにも瞬時に
対応できる体制がつくれるなど、効率的な道路管理が実
現できる。

JIPテクノサイエ
ンス

○ ● https://www.jip-ts.co.jp/drims/

〔SDGs17の目標〕 ●：主要目標（１つ）　　○：関連目標（複数可）　←WGの判断による
　　　　　　　　　　　　塗りつぶしは、実施主体が公表した関連目標（すべて●）
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57 ●

下水管の再生工法（SPR工
法）を海外44ヵ国で展開

交通渋滞や廃棄物、
騒音などの問題がな
く下水管をリニューア
ル

SPR工法は既設管の内側に硬質塩化ビニル製プロファイ
ルの更生管を製管し、既設管と更生管の間隙に特殊裏
込め材を充填。古くなった管きょを既設管・更生管 ・裏込
め材が一体となった強固な複合管として蘇らせる。耐震
性や耐久性に優れた管路にリニューアルする。 SEKISUI ○ ●

https://www.sekisui.co.jp/newfro
ntier/fact/spr/

3-3.環境に関する国際協力の推進

58 ●

地元コミュニティに対する様々
な研修やワークショップを通じ
た普及啓発活動

沿岸水産資源を保護
し、持続的に利用

南太平洋のバヌアツでは、世界的な気候変動や沿岸漁
民による無秩序な漁獲の影響で、沿岸水産資源の減少
が懸念されている。資源保全活動の再活性化、新しい技
術を利用した水産資源の増殖活動の導入、現地で活動
を実施する人々の生活を安定・向上させるための生計手
段の向上や普及を組み合わせた活動。

海外コンサルタン
ツ協会
協力企業：アイ・
シー・ネット、イン
テムコンサルティ
ング

🏁 ● ● ●
http://www.ecfa.or.jp/japanese/s
dgs/index.html

59 ●

インドネシア国　防災・環境保
全および環境再生技術の普
及・実証事業

特殊シートや種子
バックを使用して土壌
移動や植生を促し、
洪水や地滑りなど頻
発する甚大な自然 災
害への対策

山口大学、インドネシアのウダヤナ大学、インドネシア林
業省の支援を受け、バリ島北部のバトゥール山周辺に
て、荒廃地再生を目的とした多機能フィルター・シート、
種バッグの試験施工および効果検証を実施。

多機能フィルター

● ○ ○

https://www2.jica.go.jp/ja/priv_s
me_partner/document/108/MF24
12_summary.pdf

60 ●

インド国　高濃度酸素水供給
装置による湖沼浄化普及・実
証事業

インドの湖沼は、都市
活動の活発化、下水
道施設整備の遅れ等
による富栄養化など
水質悪化の問題があ
りその解決

陸上の酸素供給装置から水中の気液溶解装置へ酸素
ガスを供給し、水中で高濃度酸素水を吐出するシステ
ム。

松江土建

● ○

https://www2.jica.go.jp/ja/priv_s
me_partner/document/750/F1625
03_summary.pdf

４． 質の高いインフラの海外展開

4-1.質の高いインフラ構築の取り組み

61 ●

日本の水処理技術を発展途
上国の水不足解決へつなげる

開発途上国の水不足
解決

・海水淡水化技術
・下水の浄化処理技術
・水道分野の専門家派遣
・研修生の受け入れ

クボタ
東レ
他多数

● ●

※クボタ
https://www.kubota.co.jp/sustain
ability/biz_water/index.html
※東レ
https://www.toray.co.jp/sustaina
bility/vision/sdgs.html

62 ●

セネガル国直流及び交流駆動
型ソーラーポンプシステムを活
用した小規模地方給水施設整
備普及・実証事業

生活用水汲み上げに
かかる高い労働負荷
低減と小規模農家の
低所得への対策

案件概要：給水設備の行き届いていない地域へ直流及
び交流型ソーラーポンプシステムを導入し、現地の地形
や村の配置に合わせて複数の設置パターンで製品実証
をすることで現地適合性を確認する。また、継続的な製
品活用と普及のため、製品の運用維持管理体制を構築
するとともに、自治体や住民による製品購入のための
ファイナンススキームを検討しながら、製品普及計画を策
定する。

テラル（広島県）・
エー・シー・アイ
（東京都）

● ●

https://www2.jica.go.jp/ja/priv_s
me_partner/document/1025/F181
067_summary.pdf

63 ●

海外インフラプロジェクト技術
者認定・表彰制度

今後の海外進出や国
内外の技術者の相互
活用を促進

海外インフラプロジェクトに従事した本邦企業の技術者
の実績を認定し、特に優秀な者については表彰する制度
を創設するとともに、本認定・表彰の結果を国内工事・業
務の入札時に評価する制度。

国土交通省

🏁 ● ●
https://www.mlit.go.jp/report/pre
ss/content/001386357.pdf

〔SDGs17の目標〕 ●：主要目標（１つ）　　○：関連目標（複数可）　←WGの判断による
　　　　　　　　　　　　塗りつぶしは、実施主体が公表した関連目標（すべて●）
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64 ●

鉄道分野の取組 高速鉄道や都市鉄道
の整備を検討・推進
している相手国の経
済・社会の発展に寄
与

・マニラ首都圏地下鉄事業（フィリピン）
・ジャカルタ都市高速鉄道東西線事業 （インドネシア）
・パナマ首都圏都市交通３号線整備計画（パナマ）
・ドバイメトロ事業（アラブ首長国連邦）
・カイロ地下鉄４号線第一期整備計画（エジプト）

建設会社
コンサルタント

🏁 ●
https://www.jica.go.jp/oda/proje
ct/PH-P267/index.html

65 ●

港湾分野の取組 「自由で開かれたイン
ド太平洋」の実現、主
要な海上輸送ルート
の安定的な利用、経
済安全保障の観点

・マタバリ港開発事業（バングラデシュ）
・港湾EDI 整備計画（カンボジア）

建設会社
コンサルタント

🏁 ●
https://www.jica.go.jp/oda/proje
ct/BD-P105/index.html

4-2.インフラ構築のための工法、材料

66 ●

ジャイロプレス工法 低振動・低騒音かつ
安全・省スペースで 
杭打ちを行うことがで
きる「圧入工法」

1983年ドイツで行われた展示会で杭圧入機「サイレント
パイラー」を出展。低振動・低騒音かつ安全・省スペース 
という特徴が評価され、同年同国で海外初の工事を受
注。その後現在に至るまで世界30か国以上で圧入工法
を実施。2019年には国内に「圧入トレーニングセンター」
を開設。今後、工事機械の修理・メンテナンス・操作技術
等につ
いて国内外から研修を受け入れ。第３回ＪＡＰＡＮコンスト
ラクション国際賞。

技研施工

🏁 ●
https://www.mlit.go.jp/report/pre
ss/content/001330914.pdf

67 ●

「循環式エコクリーンブラ スト
工法」

チュルイ・チョンバ―
橋改修（カンボジア）
～施工時の産業廃棄
物を1/50に減少

通常の研磨剤を高速で吹き付けるショットブラストにより
旧塗装を除去した場合には、大量に発 生する有害産業
廃棄物の処理が課題となった。このため、シートで囲いを
した中で、鋼製研 磨剤を吹き付けて塗装を剥がし、それ
を回収して鋼片のみ再利用する「循環式エコクリーンブラ 
スト工法」を活用した。これにより、周辺外部に剥がした
危険な塗装物が飛び散らず、更 に鋼片を再利用するこ
とで産業廃棄物を1/50に減らすことができた。

循環式エコクリー
ンブラスト研究会
（大林組、横河ブ
リッジ施工）

🏁 ● ○
https://www.mlit.go.jp/kokusai/c
ontent/001397310.pdf

68 ●

誘導雷対策用の避雷器（アレ
スタ）の製造・販売及び雷対策
のコンサルティング

「ルワンダの雷被害
を減らしたい」

避雷器の品質に問題はなくても、その部品を適切な位置
に設置する知識の移転までを行わず、途上国が避雷器
の適切な管理を行えていないといった国で、音羽電機工
業が、その国の課題に丁寧に寄り添いながら日本の知
識や技術を伝え、途上国が自分の抱える課題を持続的
に解決できるよう支援する。

音羽電機工業

●
https://www.jica.go.jp/kansai/top
ics/2017/171011_01.html

〔SDGs17の目標〕 ●：主要目標（１つ）　　○：関連目標（複数可）　←WGの判断による
　　　　　　　　　　　　塗りつぶしは、実施主体が公表した関連目標（すべて●）
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1.  再エネ・新エネ等の導入促進

1-1.  風力発電

1 ○ ● ○

長崎県五島市沖における洋上
風力発電事業

一般海域での洋上浮
力発電の促進

2019年4月に施行された「再エネ海域利用法」に基づく初
の洋上風力発電事業者に決まり、同法初の発電設備整
備促進区域である長崎県五島市沖で、浮体式の洋上風
力発電機8基を建設し、総出力1.68万kW（16.8MW）の発
電事業に取り組む。

戸田建設、
ENEOS、大阪ガ
ス、INPEX、関西
電力、中部電力の
６社 🏁 ● ○ ○ ○

長崎県五島市沖　海洋再生可能
エネルギー発電設備整備促進区
域公募占用指針に基づく国内初
の選定事業者に決定 | 新着情報 
| 戸田建設 (toda.co.jp)

2 ● ●

世界初の「台風発電」と通信
衛星による災害対策インフラ
の強靱化

離島地域での台風災
害後における電力供
給と通信インフラの強
靭化

電力や通信のインフラが脆弱な国地域を主対象として、
微風でも起動し台風でも暴走しない「鉛直軸型マグナス
風力発電機」と衛星通信技術を合わせて、災害後の電
力供給と通信インフラを提供する。

チェレナジー
スカパーJSA

● ○ ○
チャレナジー、フィリピン初号機の
稼働開始 (challenergy.com)

1-2.  太陽光発電

3 ○ ●

営農型太陽光発電（ソーラー
シェアリング）

一つの土地で農業と
発電事業を同時に行
なう取り組み

清水建設が発電事業を行い、つなぐファーム（千葉エコ
が設立した農業法人）が農業を担い、千葉エコが発電設
備の管理運営を行うことで「アグリマネジメント」サービス
を提供。発電した電気は、清水建設グループによる小売
電気事業を通じて需要家に供給を行いながら、地域密着
型のビジネスモデルを模索している。

清水建設
千葉エコ・エネル
ギー
つなぐファーム

🏁 ● ○ ○ ○ ○

千葉県の若手農業法人と清水建
設が共同で営農型太陽光発電事
業を展開 | 企業情報 | 清水建設 
(shimz.co.jp)

4 ○ ● ○

農業用ため池での水上太陽
光発電

農業用ため池や貯水
池の水面の有効利用

太陽光発電の買い取り価格の連続低下などから、国内
では太陽光発電に適した一定の規模の土地の確保が難
しくなる中で、全国各地の農業地帯にある、ため池等を
利用した水上型が注目されている。池の周囲に日射を遮
る障害物が少ないことから発電効率が高く、土地の造成
工事がないことで初期投資も抑えられる。

三井住友建設

🏁 ○ ● ○ ○

新たな自社運営事業の水上太陽
光発電所が完成 | ニュースリリー
ス | 新着情報 | 三井住友建設 
(smcon.co.jp)

1-3.  水素エネルギー

5 ● ●

建物付帯型水素エネルギー利
用システム「Hydro Q-BiC」

再生可能エネルギー
の余剰電力を水素で
蓄積することで、地域
エネルギーの最適運
用を実施

再生可能エネルギーの余剰電力を水素に変えて水素吸
蔵合金に蓄えたのち、必要に応じて水素を取り出して発
電できる建物付帯型水素エネルギー利用システム。

清水建設

🏁 ● ○ ○

建物付帯型水素エネルギー利用
システム「Hydro Q-BiC」 | 技術・
ソリューション | 清水建設 
(shimz.co.jp)

6 ○ ●

建物及び街区における水素利
用普及を目指した低圧水素配
送システム実証事業

“地産地消”をテーマ
に風力発電によって
生み出す水素の貯
蔵・輸送・利用という
一連のサプライチェー
ンを確立

祝津風力発電所で生み出した電力で製造した水素を水
素吸蔵合金タンクに貯蔵し、、車載型コンテナに収納さ
れた水素吸蔵合金タンクに充填し、コンテナごと水素配
送車に積み込んで輸送する。運ばれた水素を水素利用
施設の定置型タンクに供給して純水素型燃料電池で施
設で用いる電気として利用。

大成建設
室蘭市
九州大学
室蘭工業大学
日本製鋼所
巴商会
北弘電社

🏁 ● ○ ○ ○ ○

低圧水素配送システム実証事業
施設の開所式を挙行 | 2018年度 | 
大成建設株式会社 (taisei.co.jp)

7 ○ ● ○

家畜ふん尿由来水素を活用し
た水素サプライチェーン実証事
業

バイオガスの新たな
用途として水素利用
の有効性、家畜ふん
尿による環境汚染や
廃棄物の課題解決・

CO2 排出削減

北海道河東郡鹿追町に家畜バイオマス由来の水素製造
供給施設「しかおい水素ファームⓇ」を設置し、鹿追町な
らびに帯広市において家畜ふん尿由来水素を活用した
水素サプライチェーンを実証するもの。

鹿島建設、エア・
ウォーター、日鉄P
＆E、日本エアープ
ロダクツの4社共
同実施 🏁 ● ○ ○ ○

鹿追町環境保全センターバイオ
ガスプラント | 仕事・産業 | 北海
道 十勝 鹿追町のホームページ 
(shikaoi.lg.jp)

〔SDGs17の目標〕 ●：主要目標（１つ）　　○：関連目標（複数可）　←WGの判断による
　　　　　　　　　　　　塗りつぶしは、実施主体が公表した関連目標（すべて●）
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8 ○ ●

下水汚泥から水素生成 東京下水道局の研究
施設に水素製造装置
を設置し、下水汚泥
を乾燥後、加熱に
よって発生したガス
から水素を生成

1)下水汚泥の乾燥にボイラーではなく、ガス発生装置の
排熱等を利用する。2) 改質により水素を含んだ空気を作

ることで発生するCO2を園芸向けに利用するなど、CO2貯

蔵・回収する。3) 生成した水素は発電燃料としてガス発
生装置の電力源としても再利用する。
下水汚泥を利用するため原材料コストはゼロに近く、下
水汚泥処理費用をむしろ資金として収受できガス化設備
費用が掛かってもコストは割安で済む

（株）ジャパンブ
ルーエナジー
戸田建設（株）
東急建設（株）
千代⽥建⼯（株） 🏁 ○ ● ○ ○ ○

下水汚泥から水素製造画期的技
術の共同研究に着手 | 新着情報 
| 戸田建設 (toda.co.jp)

9 ○ ●

ニュージーランド最大港湾で水
素ステーション事業

港湾セクターと周辺
のサプライチェーンを
対象に持続可能な社
会の先導モデル

ニュージーランドのオークランド市内所有地に水素ステー
ションとグリーン水素製造施設を整備。
保有する港湾車両を水素燃料車両に切り替える事業を
目指す。

大林組
Ports of Auckland 
Limited（オークラ
ンド港湾会社）

🏁 ● ○ ○ ○ ○

オークランド港湾会社が実施する
水素ステーション事業の事業パー
トナーに選定 | ニュース | 大林組 
(obayashi.co.jp)

1-4.  バイオマスエネルギー、バイオマス発電

10 ○ ●

BDF(バイオ・ディーゼル燃料) 
の建設現場での活用

BDF使用によるカー
ボンニュートラル効果

でCO2排出量をゼロカ

ウント

廃食用油から生成したBDF燃料を建設現場の建設機械
や発電機等で使用

鹿島建設、戸田建
設、西松建設

🏁 ● ○ ○

バイオディーゼル燃料の建設現
場使用推進に向けた取り組み 
(tkeng.co.jp)

11 ○ ● ○

微生物燃料電池（MFC)を」応

用したCO2変換セルによるメタ

ン生成

底質浄化で得られた

電力で直接CO2をメタ

ンに変換し、従来の

CO2変換に必要な外

部エネルギーや光エ
ネルギーを削減又は
不要化

MFCで構築した発電微生物菌相を用いた底質浄化型ア

ノード（負極）と、CO2をメタンに変換する微生物（メタン生

成菌）を植種したカソード（正極）槽を統合したCO2変換セ

ルにより、装置内に発生した電流のうち50%近くをCO2か

らのメタン変換に利用することができる。また、CO2をメタ

ンに変換するカソードの微生物にはメタン生成古細菌の
ほか、ジオバクターなどの発電微生物が関わっているこ
とを明らかにした。

西松建設

🏁 ○ ● ○ ○ ○
新着情報 - 西松建設株式会社 
(nishimatsu.co.jp)

12 ○ ● ○

地域密着型2MW級バイオマス
発電

地域の森林資源を有
効活用した再生可能
エネルギー発電を行
うことで、持続可能な
森林経営の一翼を担
い、地球温暖化対
策、林業振興、地域
創生に貢献

間伐材由来やマツクイムシ被害材を含む未利用材を地
域の各森林組合や生産者などから購入し、これらを発電
材料にして2MWクラスの発電出力を確保する。発電した
電力は、固定価格買取制度（FIT）を利用して電力会社
（中部電力）に20年間売電する。

清水建設、トヨタ 
ユー・グループと
の共同出資会社

🏁 ● ○ ○ ○ ○

SDGs達成に向けて　地域密着型
の2MW級バイオマス発電で地域
林業と地球温暖化対策に貢献　
信州ウッドパワー・信州ウッドチッ
プ | 事業トピックス | 清水建設 
(shimz.co.jp)

13 ●

バイオマスガス発電 伐採草木の有効利用
で、再生エネルギー
を創出

剪定枝、刈草などの緑の新たなリサイクルシステムとし
て、熱分解により発生させたガスをエネルギーとして活用
する、バイオマスガス発電システムを開発。

NEXCO東日本
鉄建建設

🏁 ● ○ ○ ○
https://www.tekken.co.jp/tech/en
vir/detail008.php

14 ●

乾式バイオガス発電施設
「寄居バイオガスプラント」

可燃ごみを再エネ利

用し、CO2排出量低

減

食品廃棄物や紙ごみなどの一般廃棄物（バイオマス）を
メタン菌により発酵させることでバイオガスを生成させ、
このバイオガスを発電用燃料として利用する再生可能エ
ネルギー発電施設。

オリックス資源循
環

● ○ ○ ○ ○

https://www.orix.co.jp/grp/comp
any/newsroom/newsrelease/216
10_ORIXG.html

〔SDGs17の目標〕 ●：主要目標（１つ）　　○：関連目標（複数可）　←WGの判断による
　　　　　　　　　　　　塗りつぶしは、実施主体が公表した関連目標（すべて●）



優先課題５：省･再生可能エネルギー､防災･気候変動対策､循環型社会(3)

39

〔優先課題〕 ●：主要カテゴリ（１つ）、○：関連カテゴリ（複数可）

No. 優先課題（カテゴリ） 事例タイトル 目的・目標 具体的内容 参考図 実施主体 SDGｓ17の目標 参考資料

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

あ
ら
ゆ
る
人
々
が
活
躍

す
る
社
会
・
ジ

ェ
ン
ダ
ー

平
等
の
実
現

健
康
・
長
寿
の
達
成

成
長
市
場
の
創
出

、

地
域
活
性
化

、

科
学
技
術
イ
ノ
ベ
ー

シ

ョ
ン

持
続
可
能
で
強
靱
な

国
土
と
質
の
高
い

イ
ン
フ
ラ
の
整
備

省
･

再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー

、
防
災
･

気
候
変
動

対
策

、
循
環
型
社
会

生
物
多
様
性

、
森
林

、

海
洋
等
の
環
境
の
保
全

平
和
と
安
全
・
安
心

社
会
の
実
現

S
D
G
s
実
施
推
進
の

体
制
と
手
段

名称 建
設
関
連
企
業
・
団
体

貧
困

飢
餓

保
険

教
育

ジ

ェ
ン
ダ
ー

水
・
衛
生

エ
ネ
ル
ギ
ー

経
済
成
長
と
雇
用

イ
ン
フ
ラ

、
産
業
化

、

イ
ノ
ベ
ー

シ

ョ
ン

不
平
等

持
続
可
能
な
都
市

持
続
可
能
な
消
費

と
生
産

気
候
変
動

海
洋
資
源

陸
上
資
源

平
和

実
施
手
段

URL、文献名、出典
（閲覧日：2022年3月31日）

1-5.  その他の再生可能エネルギー

15 ○ ●

地域のかんがい用設備改修
で小水力発電所に活用

地域のかんがい用設
備を改修して小水力
発電設備に活用し、
かんがい地域が将来
負担する水路の維持
管理費を軽減

当事業の発電所は、地域の既存のかんがい用水設備を
⼀部更新・共用し、かんがい用水を発電用水として使用

している。また、当発電事業で新設する水圧管路が新し
いかんがい用水路となるため、かんがい設備の再生の
役割も担っている。

飛島建設㈱
㈱オリエンタルコ
ンサルタンツ

🏁 ○ ● ○

長野県安曇野市で小水力発電所
を運転開始 |飛島建設 
(tobishima.co.jp)

16 ○ ●

地熱発電及びグリーン水素製
造実証プラント

地熱発電電力を利用
して様々なグリーン
水素製造パターンの
検証と水素の供給プ
ロセスの実証を実施

大分県玖珠郡九重町の約1500平方メートルの敷地に、
地熱発電と水素製造の設備を設置。地熱発電機は出力
125キロワットで、製造工程で炭素を排出しない「グリーン
水素」を重量換算で1時間に1キログラム製造可能。
製造された水素はボンベに詰め、トヨタ自動車九州（福
岡県宮若市）やヤンマーパワーテクノロジー（大阪市）な
どに供給。水素を運ぶ車両をGPSで搬送状況を把握し、
車両の発着にあわせて効率よく水素製造を実施。

大林組

🏁 ● ○ ○ ○ ○

地熱発電およびグリーン水素製
造の実証プラントが完成、地産地
消に向けて出荷を開始 | ニュース 
| 大林組 (obayashi.co.jp)

17 ○ ●

“ごみ”をまるごと “エタノー
ル”に変換する生産技術

工業利用が極めて困
難であった“ごみ”を、
化石資源に替わる資
源として使いこなすこ
とを実現

ごみ処理施設に収集されたごみを⼀切分別することなく

ガス化し、このガスを微生物により、熱・圧力を用いるこ
となくエタノールに変換することで、既存プロセスに比べ
十分に競争力のあるコストでの生産を実現する。

積水化学
ランザテック

○ ● ○

“ごみ”を“エタノール”に変換する
世界初の革新的生産技術を確立
｜新着情報｜積水化学 
(sekisui.co.jp)

2.  循環型社会の貢献

2-1.  一般廃棄物処理施設の整備

18 ○ ○ ○ ●

前ろ過散水ろ床法（ＰＴＦ法） 省エネルギー、安定
した処理水質、維持
管理が容易、省面積
の下水処理システム

PTF 法は、従来からある散水ろ床法を改良し、特色ある
3 つの技術（高効率固液分離槽、新型散水ろ床、最終固
液分離槽）を組み合わせたシステムであり、新興国向け
に開発された省エネルギー型の下水処理技術。

メタウォーター
月島機械

🏁 ● ○ ○ ●

当社参画のJVが受注のベトナム 
ホイアン市の下水処理施設が完
成 | ニュース | メタウォーター株式
会社 (metawater.co.jp)

19 ●

廃瓦・レンガによる機能性舗
装材で都市型洪水やヒートア
イランド現象を抑制

透水性 ・ 保水性を持
つ廃瓦 ・ レンガで舗
装することで 、 都市
型洪水やヒートアイラ
ンド現象の抑制に貢
献

特に欧州 、東南アジア 、 南米では、瓦や焼成レンガな
どの窯業製品が多く生産されるが、瓦 ・ レンガの規格外
品は産業廃棄物として廃棄されている。これらの廃棄物
を現地企業と契約し、舗装材として 廃瓦 ・ レンガを再利
用化する。

エコシステム

○ ○ ○ ● KgroundC.pdf (eco-system.ne.jp)

20 ●

工事濁水処理システム
『AQUA-FILTER SYSTEM』

さまざまな工事シーン
にて汚してしまった水
を、きれいにして自然
に戻すための濁水処
理システム

懸濁物質の凝集性能に優れながらも、魚毒性の少ない
無機系粉体凝集材を採用し、この凝集材の性能を最大
限に発揮できる専用の設備を組み合わせることで、省ス
ペース・省メンテナンスな設備でありながら、工事濁水を
水道水並みに清澄化する処理を実現した。従来設備に
比較し1/2以下の設置面積（60t/h級:7L×1.7W×
2.4Hm、5.4t）。

前田建設工業

🏁 ● ○ ○

https://www.maeda.co.jp/tech_se
rvice/detail/aqua_filter_system.ht
ml

21 ●

バイノスRDⅡ工法 洗浄水を連続浄化・
再利用し、除染作業
時間を大幅に短縮

アスファルトおよびコンクリート面の除染に効果的なサイ
クロンシステムに、業界で初めて新種微細藻類による水
処理設備を搭載し、洗浄水の連続浄化・再利用を可能に
することで作業時間の大幅な短縮を実現した道路除染シ
ステム「バイノスRDⅡ工法」を共同開発した。

大林組
バイノス
ニルフィスクアドバ
ンス

🏁 ● ○ ○ ○
https://www.obayashi.co.jp/news
/detail/news20130829_01.html

〔SDGs17の目標〕 ●：主要目標（１つ）　　○：関連目標（複数可）　←WGの判断による
　　　　　　　　　　　　塗りつぶしは、実施主体が公表した関連目標（すべて●）
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（閲覧日：2022年3月31日）

22 ○ ●

アップサイクルシステム
「L∞PLUS（ループラス）」

各繊維産地と、産地
間連携も含めた循環
型の素材開発を行う
ことで新しい価値を創
出、新しいビジネスモ
デルの構築

各組合から回収された端材を、工場にて独自の開繊・反
毛技術を用いた「L∞PLUS」のアップサイクル原糸として
産地へ供給し、各組合の加盟企業で製品に使用する。
通常あれば廃棄される端材を再資源化し、リユースする
ため地球環境にも優しく、原料の調達ルートなどのトレー
サビリティも明確なサステナブル素材の提供が可能とな
る。

クラボウ

○ ● ○
https://www.kurabo.co.jp/news/n
ewsrelease/20210901_1054.html

2-2.  産業廃棄物のコンクリートへの使用

23 ●

ローカーボンハイパフォーマン
スコンクリート（LHC）

N60%、BS･FAを各々

20%とし、CO2排出量

を45%低減

通常のコンクリートは、結合材の全てが普通ポルトランド
セメント(N) ですが、LHC はN を60％に減らして、高炉ス
ラグ微粉末(BS)、フライアッシュ(FA)を20％ずつ加えた３
成分系コンクリート。

安藤ハザマ
日本サスティナビ
リティ研究所
住友大阪セメント

🏁 ○ ○ ○ ●
https://construction.tiisys.com/1
3813/

24 ●

低炭素型BBFA高強度コンク
リート

Nの一部をBBとFAに

置換し、CO2排出量を

50%低減。主として高
層建築物に適用

⾼炉セメントB種(BB)とフライアッシュ(FA)の組合せによる
⾼強度仕様の低炭素型コンクリートを開発し、2016年
9⽉に⾸都圏の⽣コン⼯場と共同で⼤⾂認定を取得し
た。

安藤ハザマ

🏁 ○ ○ ○ ●

https://www.ad-
hzm.co.jp/solution/energy_saving
/detail_01/

25 ●

クリーンクリート Nを30%以下、BSなど
副産物を70%以上と

し、CO2排出量を60～

80%低減

結合材に対するセメントの混合割合を30％以下とし、
70％以上を高炉スラグ微粉末などの副産物を使用してい
る。これにより、一般的なコンクリートに比べて、60 から

80％のCO2排出量を低減できるコンクリート。

大林組

🏁 ○ ○ ○ ●

https://www.obayashi.co.jp/soluti
on_technology/detail/tech_d074.h
tml

26 ●

現場打設型ジオポリマーコン
クリート

BS･FAを主成分とし、
水ガラスを主体とする
ジオポリマー溶液を
加えた材料。高温、
強酸などの特殊環境
下で適用

産業副産物であるフライアッシュ、高炉スラグ微粉末を主
成分とし、水ガラスを主体とするジオポリマー溶液を加え
た低炭素型材料、ジオポリマーコンクリートを現場打設で
きるようにすることで、様々な形状や大きさの部材へ適
用できるため、耐熱性と耐酸性が優れたジオポリマーコ
ンクリートの適用範囲が拡がる。

大林組
西松建設
大阪ガス

🏁 ○ ○ ○ ●
https://www.obayashi.co.jp/news
/detail/news20160701_01.html

27 ●

スペースパック工法 トンネルの背面空隙
や地下空洞に低炭素
型のセメントミルクを
注入

スペースパック工法 はトンネル覆工の裏込注入に適した 
性能を持つため、安定した品質確保が可能です。また、
高価な材料や特殊な製造設備を用いることはなく 、注入
設備 はモルタルポンプと高所作業車のみなので、大幅
なコストダウンを実現した。

大林組

🏁 ○ ○ ○ ●

https://www.obayashi.co.jp/soluti
on_technology/detail/tech_d018.h
tml

28 ●

ニューロクリートNeo 特殊増粘剤を使用
し、Cを大幅に増加す
ることなく高流動コン
を実現

高流動コンクリートは、締固めが不要で施工現場での生
産性を大きく向上できるが、セメント量を大幅に増加する
必要があり、材料コストや温度ひび割れの発生リスクが
高まる課題があった。特殊増粘剤を用いることで、従来
の普通コンクリートに対しセメント量を増加することなく、
高い流動性と自己充塡性を確保できる新しい高流動コン
クリート。

大林組

🏁 ○ ○ ○ ●

https://www.obayashi.co.jp/soluti
on_technology/detail/tech_d152.h
tml

29 ●

BFSコンクリート コン用細骨材として
高炉スラグ細骨材
（BFS）を100%使用
し、循環型社会形成
に貢献。PCaのPC床
版、PC桁、壁高欄な
どで実績

すぐれた耐久性を有し、①⽔中疲労強度が高く耐凍害性

に優れ床版で問題となる土砂化を抑制できる。②乾燥収
縮とクリープが小さくなるためプレストレスの減少量を抑
えることができる。③中性化と塩化物イオンの浸透に対
する抵抗性が高いため鋼材を腐食から保護する性能が
向上。④高い初期強度が確保できさらに⻑期強度も増

伸。

ランデス
岡山大学
オリエンタル白石
JFEスチール

🏁 ○ ○ ○ ●
https://construction.tiisys.com/8
0098/

〔SDGs17の目標〕 ●：主要目標（１つ）　　○：関連目標（複数可）　←WGの判断による
　　　　　　　　　　　　塗りつぶしは、実施主体が公表した関連目標（すべて●）
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（閲覧日：2022年3月31日）

30 ●

ECM BSを大量使用するこ
とで、Mと比較して

CO2排出量を60%低

減

ECMコンクリートは従来の中庸熱セメントを用いたコンク

リートに比べCO2排出量を60％低減する。また、優れた

温度ひび割れ抵抗性と経済性を実現する。

鹿島建設,日本建
築総合試験所,デ
イ･シイ,竹中工務
店,竹本油脂,太平
洋セメント,日鉄住
金高炉セメント.日
鉄住金セメント

🏁 ○ ○ ○ ●
https://www.kajima.co.jp/news/p
ress/201810/11c1-j.htm

31 ●

CO2-SUICOM 特殊混和材をセメント
代替材料とし、コンク

リートにCO2を固定す

ることでコンクリート

製造時のCO2排出量

0以下を実現

このコンクリートは，２つの技術から成り立っています。
● 産業副産物利用によるセメント削減

● 排気ガスに含まれるCO2 の大量固定

CO2-SUICOM は，これら2 つの技術を組み合わせるこ
とによって、コンクリート製造時におけるCO2 排出量を実
質ゼロ以下にできる。

鹿島建設
中国電力
電気化学工業

🏁 ○ ○ ○ ●
https://www.kajima.co.jp/tech/c_
eco/co2/index.html#!body_02

32 ●

環境配慮型の高強度コンク
リート

セメントの70%を産業
副産物で置換した新
規開発セメントを使用

し、CO2排出量を60%

削減

環境配慮型の高強度コンクリート
１，産業副産物置換率70%とした新規開発ｾﾒﾝﾄ(E-VKC)
使用

２，セメントの製造などで発生するCO2排出量を60%削減

３，多量の副産物置換にも拘らず高強度と優れた耐久性
確保

大成建設

🏁 ○ ○ ○ ●
https://www.taisei.co.jp/about_us
/wn/2013/130212_3488.html

33 ●

T-e Concrete 普通セメントの代わり
にBS･FAを混合した

コンクリートで、CO2

排出量を最大80%低
減

セメント等の材料製造から生コンクリートを出荷するまで
の過程で、1m3あたり250～280kgのCO2を排出します。
このCO2の90％以上がセメント（ポルトランドセメント）の
製造過程で排出されます。そこで、産業副産物である高
炉スラグ（製鋼副成物）やフライアッシュ（石炭灰）をセメ
ントの代わりに使用して、CO2排出量を大幅に抑制。

大成建設

（土木･建築資材
メーカー8社と研究
会を設立） 🏁 ○ ○ ○ ●

https://www.taisei.co.jp/ss/tech
/C0076.html

34 ●

T-e Concrete／Carbon-
Recycle

T-e Concrete製造過
程におけるCO2収支
マイナスを実現

これまで「T-eConcrete」の開発で蓄積したCO2 排出量

を削減するコンクリート技術やノウハウを駆使し、回収し

たCO2 から製造されるカーボンリサイクル材料である炭

酸カルシウムを、製鋼副産物である⾼炉スラグ主体の結

合材により固化させることで、コンクリート内部にCO2 を

固定するカーボンリサイクル・コンクリートを開発。

大成建設

🏁 ○ ○ ○ ●
https://www.taisei.co.jp/about_us
/wn/2021/210216_5079.html

35 ●

スラグリート BSをBCよりもさらに
多い70～90%混合し、
80%低減。現状は、建
築の非構造部材に適
用

ト質量の70～90％添加したコンクリート配合する。

有用）を使用して経時変化に伴うスランプの低下を抑制し
ている。

戸田建設
西松建設

🏁 ○ ○ ○ ●
https://www.toda.co.jp/news/20
21/20210719_002955.html

36 ●

スーパーグリーンコンクリート Nの大部分をBS･FA

を置換してCO2排出

量を大幅に削減

・高炉スラグ微粉末などの混和材を多く含んでいるため、
塩害環境下においても遮塩性能に優れる。
・低炭素型のコンクリートは、セメントの使用量が少なく
水和による発熱量も少ないため、マスコンクリートへの使
用に適している。
・プレミックスした混合セメントを適用することで手間がな
く、通常のコンクリートと同様の製造量を確保できる。

前田建設工業

🏁 ○ ○ ○ ●

https://www.maeda.co.jp/compa
ny/gijutu/research/2016/2016_05
.pdf

37 ●

サスティンクリート Nを使用しない条件で

も製造可能で、CO2

排出量を350kg/m3→

100kg/m3にと71%削
減

5つの特徴を有するファイブスターのコンクリートである。
・超低収縮
・超低発熱
・超低炭素
・高流動
・高強度

三井住友建設
東京大学
東京理科大学

🏁 ○ ○ ○ ●
https://www.smcon.co.jp/service
/sustain-crete/

〔SDGs17の目標〕 ●：主要目標（１つ）　　○：関連目標（複数可）　←WGの判断による
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（閲覧日：2022年3月31日）

38 ●

CELBIC―環境配慮型BFコン
クリート―

NにBSを10～70%の

範囲で混合し、CO2排

出量を9～63%削減

普通ポルトランドセメントに対して10〜70%の範囲で⾼炉

スラグ微粉末を使⽤したコンクリートである。

CELBIC研究会
代表
長谷工コーポレー
ション
他　１２社 🏁 ○ ○ ○ ●

https://www.haseko.co.jp/hc/info
rmation/upload_files/20210322_1.
pdf

39 ○ ●

廃ペットボトル入りアスファルト
舗装

アスファルト舗装材に
廃ペットボトルを再生
利用

舗装100平方メートル当たり約1500本分のペットボトルが
再利用しながら、従来の高耐久性舗装の半たわみ舗装
と同等のコストで施工でき、耐久性は半たわみ舗装を上
回る性能を有する。

日本道路

🏁 ○ ○ ○ ●

日刊建設工業新聞 » 日本道路、
花王／廃ＰＥＴから高耐久アス
ファルト開発／１００平米で１５００
本再利用 (decn.co.jp)

40 ●

ウッドベース工法 伐採木の緑化基盤材
への有効利用技術

伐採木をチップ状に破砕した後、堆肥化を行い、法面等
への緑化基盤材として有効利用を図る工法。堆肥化後、
概ね30mm以下のチップは法面吹付などに利用できるほ
か、30mm以上のチップは土壌改良材やマルチング材な
どに有効利用が可能です。産業廃棄物となる伐採材の
処分が不要となる上にバーク堆肥などの購入材を節約
できる。

前田建設工業

🏁 ○ ○ ●
https://www.maeda.co.jp/tech_se
rvice/detail/uoodbasekoho.html

41 ●

カエルドグリーン工法 建設発生土や表土を
有効活用する法面緑
化工法

これまで廃棄処分されることの多かった建設発生土（掘
削土・濁水処理ケーキ・浚渫土）や有効活用が困難とさ
れてきた自然表土などを、植物由来の中性改質材を添
加することにより、空気圧送が可能という施工性と植生
土壌に必要な保水性や通気性を兼ね備えた植生基盤と
してリサイクル活用する新しい法面緑化工法。

前田建設工業

🏁 ○ ● ○ ○

https://www.maeda.co.jp/tech_se
rvice/detail/kaerudogurinkoho.ht
ml

3.  徹底した省エネの推進

3-1.  産業界の自主的取組

42 ●

ヒートパイプを用いたパイプ
クーリング工法

エネルギーを用いず
マスコンクリートを冷
却

マスコンクリートの熱ひび割れ防止のため、これまでは
水冷式のクーリング工法が用いられてきたが、ポンプに
より水を数日間連続で循環させる必要があり、電力消費
が多くなっていた。これをヒートパイプに変えることで、動
力を全く使うことなく、クーリングが出来る。

鉄建建設

🏁 ● ○ ○
http://www.tekken.co.jp/tech/ko
uzo/detail006.php

43 ●

環境調和型製鉄プロセス技術
開発

未利用低温排熱を利
用した新たな二酸化
炭素分離・回収技術
の開発等

鉄鋼業は、排熱回収利用等の主要な省エネルギー設備
を既に導入しており、製鉄プロセスにおけるエネルギー
効率が世界最高水準であると同時にエネルギーの削減
ポテンシャルが少ない状況。二酸化炭素排出量の約3割
を削減することを目指して、製鉄所内の未利用低温排熱
を利用した新たな二酸化炭素分離・回収技術の開発。

日本鉄鋼連盟

● ○ ○ ○

https://www.enecho.meti.go.jp/a
bout/whitepaper/2014html/3-
5.html#p1-3

3-2.  施設園芸における省エネ対策

44 ○ ● ○

次世代施設園芸拠点の温泉
熱を活用したエネルギーコスト
低減

地域資源エネルギー
「温泉熱」と高度環境
制御技術を導入した
大規模施設園芸の実
践により、国産パプリ
カの周年安定供給と
地域雇用の創出等

地熱交換システムによる施設内暖房により、冬季の重油
使用量をゼロに抑えた。
・地元雇用の創出に貢献する。

㈱ﾀｶﾋｺｱｸﾞﾘﾋﾞｼﾞﾈ
ｽ
生活協同組合ｺｰ
ﾌﾟおおいた、㈱新
三協食品流通ｾﾝ
ﾀｰ、JA 玖珠九
重、㈱ﾀｶﾌｼ、大分
県、九重町

🏁 ○ ○ ● ○ 05-2.pdf (meti.go.jp)

〔SDGs17の目標〕 ●：主要目標（１つ）　　○：関連目標（複数可）　←WGの判断による
　　　　　　　　　　　　塗りつぶしは、実施主体が公表した関連目標（すべて●）
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45 ○ ● ○

太陽光発電と蓄電池・蓄熱技
術で、イチゴ栽培

施設園芸作物の生産
コスト削減

太陽光発電による再生可能エネルギーを活用した独立
電源システムと、イチゴ栽培の省エネルギー暖房技術と
を融合して、化石燃料を使用せず、暖房コストを大幅に
削減する新たな施設園芸。単独の技術でなく、複数の技
術やシステムを融合した相乗効果により、新たな施設園
芸モデルを構築するものである。

太陽光発電遠隔
監視サービス
エコめがね

● ○ ○ ○ ○

https://blog.eco-
megane.jp/%e5%a4%aa%e9%99%bd%e
5%85%89%e7%99%ba%e9%9b%bb%e3
%81%a8%e8%93%84%e9%9b%bb%e6%
b1%a0%e3%83%bb%e8%93%84%e7%8
6%b1%e6%8a%80%e8%a1%93%e3%81
%a7%e3%80%81%e3%82%a4%e3%83%
81%e3%82%b4%e6%a0%bd%e5%9f%b9
/

3-3.  ＺＥＨ／ＺＥＢ

46 ●

「ZEB」：Net Zero Energy 
Building（ネット・ゼロ・エネル
ギー・ビル）の略称

建物で消費する年間
の一次エネルギーの
収支をゼロにすること
を目指した建物

年間の一次エネルギー消費量が正味ゼロまたはマイナ
スの建築物
➀基準一次エネルギー消費量から50%以上の削減（再
生可能エネルギーを除く）
➁基準一次エネルギー消費量から100%以上の削減（再
生可能エネルギーを含む）

環境省
建設会社

● ○ ○ ○

ZEBの定義 | 環境省「ZEB 
PORTAL - ネット・ゼロ・エネル
ギー・ビル（ゼブ）ポータル」 
(env.go.jp)

47 ●

地中熱利用システム ヒートポンプの熱源と
して、空気熱の代わ
りに地中熱を利用

地中熱利用システムのひとつであるクローズドループ方
式は、地中に埋設したチューブ等で構成された地中熱交
換器に不凍液等を循環させ、ヒートポンプで熱交換して
利用することで、外気温に影響されずに安定した機器能
力を得ることができる。

三井住友建設

🏁 ● ○
https://www.smcon.co.jp/service
/geothermal/

48 ●

屋根散水システム 水の蒸発冷却効果を
利用して、夏場の熱
環境を改善する涼房
システム

屋根に散水し蒸発冷却効果を利用して屋根の温度を下
げるシステムです。温度を下げることで、屋根からの熱負
荷と放射熱がなくなり、少ないエネルギーで室内の熱環
境を改善する。

三井住友建設

🏁 ○ ○ ●
https://www.smcon.co.jp/service
/yanesannsui/

4.  気候変動対策

4-1.  災害リスクへ備える体制の強化

49 ● ○

土壌藻類を活用した表面侵食
防止工法（BSC 工法）

土壌藻類を活用して
表面浸食を防止

降雨強度の増加などに伴う土壌流亡や斜面の崩壊に対
し、世界中に広く分布する土壌藻類を資材化し散布する
ことで、浸食を防止し、周辺植生の侵入を促進する。その
場に応じた自然な植生遷移を早くスタートさせることで適
応課題に貢献する。

日本工営
土木研究所
日健総

🏁 ●

Microsoft PowerPoint - H14年1月
土研ショーケース資料4.1.pptx 
(pwri.go.jp)

50 ○ ●

インプラント堤防（鋼管杭連続
壁）沿岸防災技術

剛性の高い鋼管杭の
連続壁により、高潮・
洪水対策を強化

堤防内に剛性の高い鋼管杭連続壁を設置し、地震時の
液状化や地盤沈降による堤防決壊を防止する。
地震や洪水で堤防前面のコンクリート部が損壊した場合
でも、インプラント構造の鋼管杭連続壁は耐え残り堤防
機能を維持する。
海水面上昇の問題に直面する島国の対応技術として期
待される。

技研製作所

🏁 ○ ○ ●
インプラント堤防 – 株式会社 技
研製作所 – GIKEN

4-2.  熱中症対策推進事業

51 ○ ● ○

保水性舗装（地表面被覆の改
善技術）

保水性舗装は、舗装
体の中に蓄えられた
水分が蒸発する際に
路面の熱を奪うこと
で、路面温度の上昇
を抑制

保水性舗装では、開粒度タイプアスファルト混合物の空
隙に、吸水・保水性能を持つ保水材を充填します。保水
材には、鉱物質や樹脂等のグラウト材や細粒材を用い
る。

道路舗装各社

🏁 ○ ○ ● ○
路面温度上昇抑制舗装研究会 
(coolhosouken.com)

〔SDGs17の目標〕 ●：主要目標（１つ）　　○：関連目標（複数可）　←WGの判断による
　　　　　　　　　　　　塗りつぶしは、実施主体が公表した関連目標（すべて●）
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52 ●

シャットファルト 通常のアスファルト舗
装に比べて、夏期の
路面温度が10℃程
度低減

シャットファルトはアスファルト舗装などの表面に遮熱材
(太陽光を反射する特殊顔料を混合した樹脂)を塗布する
ことにより、路面温度の上昇を抑制する舗装です。特殊
顔料が太陽光の赤外線を反射させ、舗装体の蓄熱量を
減少させる。

日本道路

🏁 ○ ○ ● ○

https://www.nipponroad.co.jp/tec
hnique/list/environment/product
01/

4-3.  J-クレジット制度の推進

53 ○ ● ○

川場グリーンバリュープログラ
ム
（森林経営活動によるJ-クレ
ジットの創出）

森林資源を有効活用
し、ふるさとの持続的
な発展を目指す取組
み

１）間伐材を利用した製材事業
２）未利用木材や製材端材を用いた小規模バイオマス発
電
３）発電時の排熱を利用した温室農業
４）適切な森林経営活動によるJ-クレジットの創出と建物
のカーボンオフセットへの利用

清水建設
東京農業大学
群馬県川場村

🏁 ○ ○ ● ○ 20.pdf (fukui.lg.jp)

54 ● ○

低炭素型コンクリート建物適

用によるCO2削減でクレジット

取得

「J-クレジット制度」の
活用の建物適用を促
進し、低炭素社会の
実現と他のCO2削減
技術についても、クレ
ジットの取得・活用を
推進

低炭素型のコンクリート「クリーンクリート」を適用したオ
フィスビルについて、国が運用する「J-クレジット制度」を
活用し、コンクリートによるCO2排出削減量としてクレジッ
ト（排出権）の認証を取得した。

大林組

🏁 ○ ●

「クリーンクリート®」が低炭素型の
コンクリートとしてJ-クレジットを国
内初取得しました | ニュース | 大
林組 (obayashi.co.jp)

4-4.  再生可能エネルギー（RE100）

55 ○ ●

RE100プロジェクト 2025年までに再エネ
100％

世界で影響力のある企業が、事業で使用する電力の再
生可能エネルギー100％化にコミットする協働イニシアチ
ブである。

日本企業63社
戸田建設
安藤ハザマ
熊谷組
東急建設
西松建設
他ハウスメーカ

🏁 ○ ○ ○ ●
環境省_環境省RE100の取組 
(env.go.jp)

5.  持続可能な生産・消費の促進。食品廃棄物・食品ロスの削減や活用

5-1.  食品リサイクルの促進

56 ○ ○ ●

食品廃棄物の削減や活用 食品ロス解消 2017年にオープンしたオーストラリア・シドニーのスー
パーマーケット「OzHarvest Market」は、賞味期限や形が
不恰好という理由で廃棄予定の食料ばかりを集めてお
り、それらの商品には値札が付いておらず買い手が値段
を決めることができるのが大きな特徴。慈善事業団体に
より運営されており、働いている人は全てボランティア。

オーストラリア慈
善団体

○ ●
https://tabi-
labo.com/294465/foodwaste-
global-matome

5-2.  メタン発酵バイオ液肥

57 ● ○

生分解性被覆肥料の開発
（循環型社会）

マイクロプラスチック
の削減

一発肥料で使用される被覆肥料の「樹脂」は、安定して
効果を発揮し、効果高い最先端の肥料。しかし、肥料が
溶けた後は圃場に「樹脂殻」が残り、それが河川から海
洋に流出し海岸に漂着。マイクロプラスチックの8割が被
覆肥料殻とも言われている。この殻を植物由来による
「生分解性樹脂」にすることで殻が土壌で分解され海洋
流出が防げる。

セントラルグリーン
（株）

○ ● ○
http://central-
green.jp/publics/index/700/

〔SDGs17の目標〕 ●：主要目標（１つ）　　○：関連目標（複数可）　←WGの判断による
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58 ● ○

消化液の液肥利用研究 メタン発酵プラントの
消化液を用いて，畑
地（黒ボク土）におけ
る液肥利用を研究

1.消化液の肥料効果と環境への影響
2.消化液を連用した時の土壌への影響
3.液肥利用システムの温室効果ガス排出量の評価
4.農家圃場での栽培実証試験

（独）農業・食品産
業技術総合研究
機構農村工学研
究所

○ ○ ○

メタン発酵消化液の畑地における
液肥利用－肥料効果と環境への
影響－ (affrc.go.jp)

5-3.  食品廃棄物等の３Ｒ推進事業

59 ●

mottECO等の食品ロス削減 食品ロス半減に向け
て対策や計画策定等
を支援すると共に、環
境負荷低減のため食
品廃棄ゼロエリアの
創出。

食品関連事業者等とも連携し、mottECO等の食品ロス
削減に向けた消費者の行動変容を促進するとともに、食
品ロス削減や孤独孤立対策に資するフードドライブを地
方公共団体等と連携して推進、横展開を行う。

環境省

● ● ● ● ● ● ●
13 食品廃棄ゼロエリア創出モデ
ル事業 (env.go.jp)

6.  研究開発の推進（省・再エネ、防災・気候変動対策、循環型社会）

6-1.  CCUS

60 ●

苫小牧におけるCCS大規模実
証試験

苫小牧におけるCCS
大規模実証試験

近隣製油所の排ガスからCO2を分離・回収し、地中に貯
留するCCS実証試験である。

・貯留後のCO2挙動の総合評価

・CCSの社会的受容性の醸成に向けた情報発信活動
・海外への情報発信ならびに情報収集
・法令に基づく海洋環境調査等

経産省
NEDO
日本CCS調査株
式会社

○ ○ ○ ● 20200515002-2.pdf (meti.go.jp)

6-2.  カーボンリサイクルの推進

61 ●

低炭素コンクリート CO2削減目標の達成

カーボンクレジットの
取得

建物や構造物の建設時に発生するCO2排出量のうち，

建設資材の中ではコンクリート製造時に発生するCO2が

最も大きな割合を占める。コンクリートの材料であるセメ
ントの製法に由来するものであり、そのセメントの一部

を，産業副産物である高炉スラグに置き換えて，CO2排

出量を低減する低炭素コンクリートである。

鹿島

🏁 ○ ○ ○ ●

https://www.kajima.co.jp/news/d
igest/aug_2021/feature/04/index.
html

62 ●

CO2-SUICOM
（シーオーツースイコム）

固まる過程でCO2を

吸い込み，コンクリー
ト内部に固定すること

でCO2排出量がゼロ

以下となる環境配慮
型コンクリート

セメントと基本的に同じ成分である特殊混和材（γ-

C2S）は水ではなく，CO2と反応して硬化する性質をもつ。

セメントの半分以上をそのγ-C2Sや産業副産物などに

置き換えたのがスイコムで，製造中にCO2を吸い込み、

CO2の排出量低減効果に加え，CO2を実際に吸い込む量

を加えることで，トータルのCO2排出量ゼロ以下を実現し
た。

鹿島
中国電力
デンカ
ランデス

🏁 ○ ○ ○ ●

https://www.kajima.co.jp/news/d
igest/aug_2021/feature/05/index.
html

6-3.  国際的オープンイノベーション

63 ●

世界中に広がるリソースを活
用
建設現場におけるビジネス実
装力

一企業の枠を超えて
革新的な製品やサー
ビスを創造

製品開発や技術改革、研究開発や組織改革などにおい
て、自社以外の組織や機関などが持つ知識や技術を取
り込んで自前主義からの脱却を図る。

国立研究開発法
人 新エネルギー・
産業技術総合開
発機構（NEDO）
AUBA
フジタ

○ ● ○ ○ ○ FUJITA Openinnovation 自然、社会、街、そして建設のみらいを共に拓く (eiicon.net)

〔SDGs17の目標〕 ●：主要目標（１つ）　　○：関連目標（複数可）　←WGの判断による
　　　　　　　　　　　　塗りつぶしは、実施主体が公表した関連目標（すべて●）
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6-4.  FEMS（工場エネルギー管理システム）

64 ●

エネマネ・システム 省エネ活動を実施す
るだけでなく、太陽光
や風力にてエネル
ギーを創り出し、いま
までできなかった蓄
電までを管理

生産状況や生産環境の変化に合わせて生産設備と原動
設備をFEMS（工場エネルギーマネジメントシステム）で制
御し、品質と生産性を確保しながらエネルギー効率を向
上させる。

ダイワイワクレ

● ● ● ●
https://www.daiwa-
elecs.co.jp/products/fems/

65 ●

サーバー室／データセンター
電力管理システム

サーバー室やデータ
センター、ビル内の
温度、湿度、電流、 
電力等を監視するエ
ネルギーマネジメント
システム

ラックや分電盤毎に監視でき、IT機器や設備機器の電力
消費量を個々に確認でき、エネルギー効率の把握・分析
も容易となり、省電力化の 第一歩としてエネルギー消費
の「見える化」を推進する。

日立システムズ

● ○ ○ ○

https://www.hitachi-
systems.com/solution/s0303/ele
ctricpower/index.html

6-5.  BEMS（ビルエネルギー管理システム）

66 ●

BEMS
ビルエネルギーマネジメントシ
ステム

ITを利用して業務用
ビルの照明や空調な
どを制御し、最適なエ
ネルギー管理を実施

要素技術としては、人や温度のセンサーと制御装置を組

み合わせたものである。業務用ビルからのCO2排出は日

本のCO2排出の1割程度を占めており、今後も増加が予

想されることから、BEMSの導入は温暖化に対する有効
な対策である。

アズビル

● ○ ○ ○

BEMS　ビルエネルギーマネジメン
トシステム | 建物のエネルギーマ
ネジメント tems™ | アズビル株式
会社（旧：株式会社 山武） 
(azbil.com)

67 ●

ファシーマ BEMS機能で業務効
率の大幅改善し、ビ
ル運用のスタイルを
提案

「省エネ」「BEMS」「セキュリティー」「BACnet」「運用サ
ポート」の５つの視点から、ビル運用のこれからのスタイ
ルを提案する。

三菱電機

● ○ ○ ○

三菱ビルマネジメントシステム｜
ビル管理システム｜ビル設備運
用システム&プランニング Facima 
ファシーマ｜ファシーマからのご
提案｜BEMS｜三菱電機 
(mitsubishielectric.co.jp)

〔SDGs17の目標〕 ●：主要目標（１つ）　　○：関連目標（複数可）　←WGの判断による
　　　　　　　　　　　　塗りつぶしは、実施主体が公表した関連目標（すべて●）
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１． 海洋保全・海洋プラスチックゴミ対策

1-1.  底質改善、水質改善、生物生息域造成

1 ○ ●

閉鎖性海域の環境改善プロ
ジェクト

閉鎖性海域の海洋環
境の改善

海域の環境改善（水質改善、生物生息場等）を目的とし
た人工干潟・浅場、覆砂、人工海浜、海水交換の事例。
各プロジェクトをレビューを引用文献で参照。

国交省、地方自治
体

🏁 ○ ○ ●

https://www.jstage.jst.go.jp/articl
e/jscejoe/68/2/68_I_420/_article/
-char/ja/

2 ●

「磯焼け対策部会」の設置に
よる発電所前面海域での各種
磯焼け対策活動

藻場の回復・保全 浜岡原子力発電所冷却水（海水）の取放水にともなう敷
地前面海域の環境影響について、静岡県および学識経
験者の指導と助言を得ながら、漁業者と中部電力が合
同で海域調査・評価を行っている活動で、年４回「浜岡原
子力発電所前面海域調査委員会」を開催。この下部組
織に「磯焼け対策部会」を設置し、発電所前面海域にお
ける各種磯焼け対策活動を行っている。

南駿河湾漁業協
同組合・中部電力
株式会

○ ●

※https://www.techno-
chubu.co.jp/app/wp-
content/uploads/2021/06/TCC_S
DGs_report2020.pdf

https://www.jfa.maff.go.jp/j/seibi/a
ttach/pdf/R2_isoyake_kyogikai-
3.pdf

3 ●

環境に配慮した工事 セメント硬化剤と切削
された土砂が海中に
排泥されることを抑
制すること

日光川水閘門の改築で基礎杭の支持力を増大させる
「先端根固め工法」を水中で施工。通常、鋼管杭の内側
からセメント系硬化材を噴射し、円柱状の改良体を高速
施工するもので、無対策で行うと高圧噴射されたセメント
硬化剤と切削された土砂がそのまま海中に排泥される
が、鋼管杭の上端に現場で制作した鞘（さや）管を結合
し、建設排泥をポンプで吸引。鞘管結合部の止水性を高
めて、海中への漏泥を防止し環境負荷を大幅に抑制し
た。

大林組

🏁 ○ ○ ●
https://www.obayashi.co.jp/susta
inability/environment/award.html

4 ●

サステナブル・シーフードを社
員食堂へ継続的に導入

水産資源の保全 2018年3月から本社を含む2拠点の社員食堂でMSC及び
ASC認証を取得した持続可能な水産物（サステナブル・
シｰフード）をWWFジャパンやサプライヤー企業の協力を
得て導入しました。
2021年3月時点で、当社社員食堂への導入数は50拠点
を超え、他企業にも導入が広がってきています。

パナソニック株式
会社

●

https://www.panasonic.com/jp/c
orporate/sustainability/citizenshi
p/environment/sustainable_seafo
od.html

5 ●

魚の情報発信サイト
「umito.うみと」リニューアル
オープン

魚に関する情報発信 普段なかなか知ることのできない海や魚にまつわる情
報、身近なようで遠い水産物の世界、大切な資源の話、
そして読者の方が体験したくなるような、意外に知られて
いない国内外の魚の味わい方などを、さまざまな角度か
ら写真や動画を交えるWebサイト。2020年が、「14番：海
の豊かさを守ろう」のターゲット年となっていることを機
に、「umito.うみと」へ名称変更。

マルハニチロ株式
会社

○ ●

https://www.maruha-
nichiro.co.jp/corporate/news_cen
ter/news_topics/2020/10/14.html

6 ●

調達水産物の調査による持続
性の確認

水産資源の持続性 ⾃ら調達し利⽤する⽔産物について、個々の課題への

対応を続けることで、「2030年までに調達する⽔産物に

ついて、持続性が確認されている」状態をめざす。

ニッスイ
（日本水産株式会
社）

○ ○ ●

https://www.maff.go.jp/j/shokusa
n/sdgs/seminar/attach/pdf/inde
x-22.pdf

7 ●

東京湾大感謝祭

（2019：マリコンスタンプラ
リー）

海を起点としたライフ
スタイルの転換、行
動するきっかけの提
供

東京湾では生活とともに排出されるCO2や生活排水、ゴ

ミ、さまざまな産業が与える環境負荷などが、森・里・川・
街・海に大きな影響を与え多くの問題が発生している中、
東京湾大感謝祭は、市民や企業、団体と国や自治体が
ともに、海を起点にライフスタイルの転換を考え、行動す
るきっかけを提供する場として2013 年より開催してい
る。2019年では、マリコン10社共同のスタンプラリーを実
施。2021年はWeb開催。

東京湾第感謝祭
実行委員会事務
局
マリコン各社

🏁 ○ ○ ○ ●

https://tokyobayfes.jp/about/

https://ar-
go.jp/media/going/rinkaiAR
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1-2.  藻場・干潟・浅場の造成

8 ○ ●

既存の干潟の特徴を生かした
人工干潟の造成による海岸再
生

人工干潟の造成にお
いて既存干潟の特徴
を生かし生息生物に
配慮することで海域
環境を保全

大森ふるさとの浜辺公園（東京都大田区）
人工干潟の整備に、既存の干潟に生息する生物に配慮
し、既存干潟の表層を人工干潟の表層に置くという干潟
移設工法が採用された。移設後の早い段階で生物の加
入数の顕著な増加が見られた。

東京都大田区

🏁 ●

http://www.ysk.nilim.go.jp/kakubu
/engan/kaiyou/kenkyu/tokyo051
125/06.pdf

9 ○ ○ ●

浚渫土砂の活用によるアサリ
の生育場の造成

浚渫土の有効活用と
アサリ生育場の確
保、海域環境改善

港湾整備事業で発生する浚渫土砂の有効活用とアサリ
の生育場として継続的に活用できる場の造成を目的とし
て人工干潟が造成された。人工干潟は平成16～23年度
にⅠ期工事（17.8ha）平成20～24年度にⅡ期工事
（11.5ha）で造成された。
緩やかな勾配を持つ潮間帯の砂地の地形として造成さ

れた干潟は、CO2を大気中から隔離・貯留するブルー

カーボン生態系の機能も期待できる。

国土交通省中国
地方整備局
山口県周南市

🏁 ○ ○ ●

http://www.mlit.go.jp/chosahokok
u/giken/program/kadai/pdf/jusyo
/H26/katsuryoku_03.pdf

10 ○ ○ ●

カルシア改質土による海域環
境修復技術

浚渫土とリサイクル
材を活用して、藻場・
浅場・干潟を造成し、
豊かな海域を創造

港湾等の浚渫に伴って発生する大量の土砂をそのまま
処分するのではなく、カルシア改質材との混合により、強
度を付加など土砂性状の改良、改質された「カルシア改
質土」を使用することで、赤潮、青潮を抑制し、水質改善
に貢献できる。
また、カルシア改質土を基盤とし、海草や藻場となる浅

場・干潟の造成により、CO2を大気中から隔離貯留する

ブルーカーボン生態系の創造にも寄与できる。

カルシア改質土研
究会

🏁 ○ ○ ○ ● http://calcia.jp/

1-3.  生物共生護岸

11 ○ ○ ●

生物共生護岸 直立護岸に生物生息
場としての機能を付
加し、生物多様性や
海域環境を保全

運河など浅場や傾斜堤を配置できない狭い海域や老朽
化した既設護岸の補修・耐震補強をする場合に合わせ
て、直立の既設護岸に生物の生息場となる構造を付加
し、生物共生護岸とすることで、その海域の生物多様性
の向上や水質の改善を期待することができる。

鹿島建設
東亜建設工業
五洋建設
国土交通省港湾
局 🏁 ● ○ ○

https://www.jstage.jst.go.jp/article/proo
e1986/17/0/17_0_153/_article/-
char/ja/
https://www.mlit.go.jp/common/001048
849.pdf
https://www.jstage.jst.go.jp/article/jscej
oe/73/2/73_I_845/_article/-char/ja/
https://www.jstage.jst.go.jp/article/kaiga
n/68/2/68_I_1191/_article/-char/ja/

1-4.  海底資源開発に対する環境影響

12 ○ ●

海底資源開発と海洋環境保
全の調和に向けた技術開発

海底鉱物資源開発に
対する環境影響評価
技術の開発

採鉱時に発生する濁質水の拡散挙動を正確に知るため
に、海底付近の乱流観測を行うことでプルームの挙動
（鉛直混合）を把握し、開発による影響範囲を推定しよう
としている。また、底生生物を自動的に認識・計数するシ
ステムも開発した。これらの技術を駆使した生態系サー
ビスを利用した環境に対する影響の可視化法の開発に
取り組んでいる。

国立研究開発法
人
海洋研究開発機
構
JAMSTEC ○ ●

http://www.jamstec.go.jp/sdgs/j/
case/009.html

1-5.  海洋ごみ問題

13 ●

海洋ごみ問題について考える
（出前授業・オンライン）

海洋ごみによる海峡
環境の変化を解説

世界中で深刻化している海洋ごみ（マリンデブリ）問題。
JAMSTECの調査研究で、海洋ごみは深海にまで広がっ
ていることが明らかになってき。どのようなしくみで海洋ご
みは海全体に広がるのか、このまま海洋ごみが増え続
けると海洋環境はどうなるのか、そんな疑問の一つひと
つを、実験を解説で明らかにしていくプログラムの提供を
開始した。

国立研究開発法
人
海洋研究開発機
構
JAMSTEC ● ●

http://www.jamstec.go.jp/sdgs/j/
case/043.html

14 ●

SDGｓに資するプラスチック関
連取組事例集

プラスチック資源循
環・海洋プラスチック
問題への我が国の取
組み

プラスチック資源循環に関する日本の取組みが遅れてい
るとの受け止め方が一部にあるが、わが国においては
先進的な循環型社会が形成されてきている。アンケート
を実施し、現在の取組みと今後新たに着手する取組につ
いて事例集としてまとめている。

日本経済団体連
合

● ●
http://www.keidanren.or.jp/policy
/2018/099_jirei.pdf

〔SDGs17の目標〕 ●：主要目標（１つ）　　○：関連目標（複数可）　←WGの判断による
　　　　　　　　　　　　塗りつぶしは、実施主体が公表した関連目標（すべて●）
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15 ●

バイオプラスチックの研究 バイオプラスチックの
製造

木材からバイオプラスチックの原料となるリグノフェノール
を抽出・製造し、将来的な石油由来プラスチックの代替等
を目指す。

清水建設

🏁 ○ ● ○
https://www.shimz.co.jp/company/
about/news-
release/2019/2019023.html

1-6.  サンゴ礁の保全

16 ●

サンシャイン水族館サンゴ礁
再生プロジェクト（サンゴの保
管・移植）

失われつつあるサン
ゴ礁の回復や再生

恩納村産サンゴの常設展示をすることで、DNAを保管。
自然災害や環境悪化の影響で恩納村海域のサンゴに大
きなダメージがあった時には、サンシャイン水族館で保管
している恩納村産サンゴの移植により、持続的な維持が
可能となる。

サンシャイン水族
館

○ ● ○
https://sunshinecity.jp/file/aquar
ium/coral_project/sdgs.html

17 ○ ●

サンゴの養殖・植付事業 サンゴ礁保全活動 サンゴ礁保全活動を目的に開始したサンゴの養殖・植付
事業。今では企業や個人に向けたサンゴ礁保全普及啓
発活動を実施すると共に、サンゴの植付代行や、他の水
産物の養殖も行っている。地域の子供たちや、全国の修
学旅行生、一般の方々から申込を受け、サンゴに関する
環境学習会や、サンゴ苗作り体験も行っている。

沖電開発株式会
社

● ● ● ● ● ●
https://be-kind.okinawa/sdgs-
case/okidenkaihatsu/

1-7.  マニュアル・ハンドブックの刊行

18 ○ ●

港湾工事環境保全技術マニュ
アル
Doctor of the Sea

港湾工事が海域環境
に与える負荷を最小
限にし、豊かな海の
再生に役立つための
参考書

港湾工事が周辺の自然環境や生活環境に及ぼす影響
とそれらの低減・防止対策を紹介し、環境関係法令等を
基に、主として施工段階において配慮すべき事項を含め
て総合的に解説したもの。
港湾工事が環境に与える影響として、その対象を水質、
底質、土壌、騒音・振動、悪臭、生物環境、廃棄物・リサ
イクル、大気質の８項目に分けて、最新の各種法律や基
準を取り入れながら、簡潔に整理し取りまとめている。

日本埋立浚渫協
会

🏁 ● ●
https://www.umeshunkyo.or.jp/1
05/publication201503.html

19 ○ ●

順応的管理による海辺の自然
再生

海辺の自然再生事業
における順応的管理
の考え方等をまとめ
たハンドブック

本ハンドブックは、海辺の自然再生事業について順応的
管理の考え方、干潟・藻場・サンゴ礁といった場としての
自然再生を行う際の順応的管理手法、鳥類・魚類・貝類
等の生物の保全・再生を行う際の順応的管理手法につ
いてとりまとめたものであり、海外の事業を含め、最新で
実践的な知見、具体的な事例が解説、紹介されている。

みなと総合研究財
団
国土交通省港湾
局

🏁 ●

https://www.wave.or.jp/publication
/

https://www.mlit.go.jp/kowan/hand
book/

2． 生物多様性・森林保全

2-1.  ビオトープの整備

20 ○ ●

ビオトープの整備 生き物の生息空間の
確保

「みせるビオトープ」は研究所内を歩く人が生物を身近に
感じられる場所として、「育みビオトープ」は植生が豊か
で樹陰の多い池として整備。

大林組

🏁 ○ ○ ○ ●
https://www.obayashi.co.jp/news
/detail/20100928_biotope_1.html

21 ○ ●

ビオトープの整備 多用な生物が利用す
る環境の創出

技術研究所内の都市型大規模ビオトープで10年にわた
り生物相や植生環境をモニタリングした結果、植物種は
1.5倍、魚類は2.5倍に増加したことを確認。また、昆虫類
は約160種程度の繁殖や生息を維持し、鳥類は13-16種
が飛来していることを確認。

清水建設

🏁 ○ ○ ●
https://www.shimz.co.jp/company/
about/news-
release/2016/2016020.html

〔SDGs17の目標〕 ●：主要目標（１つ）　　○：関連目標（複数可）　←WGの判断による
　　　　　　　　　　　　塗りつぶしは、実施主体が公表した関連目標（すべて●）
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2-2.  希少種の保全

22 ●

キンランと雑木林の保全 絶滅危惧種の保全 ササやつる草を適度に刈り取り、落枝（らくし）や倒木を
除去するなど、林床を明るく、風通しをよくし、植物や菌類
にとって良好な環境づくりを行っている。

大林組

🏁 ○ ○ ●
https://www.obayashi.co.jp/news/
detail/news20190515_2.html

23 ●

希少動物の保護と自然環境
の保全

猛禽類等に配慮した
工事

猛禽類が生息する地域での工事では、必要な対策を行
い、生態系に配慮している。例えば、営巣木に対してカメ
ラ、マイク、ドローンなどで定点観測を行いながら、大型
バックホウを小型に変更したり、騒音対策型ダンプの採
用及び営巣地に近い区域の工事を非繁殖期に集中して
施工するなどの取り組みを行っている。

戸田建設

🏁 ○ ●
https://www.toda.co.jp/csr/enviro
nment/biodiversity.html

24 ●

オンラインGISを使用した生息
記録と保全対策

低コストで効率の良
い自然環境の保護や
生物多様性の保全

建設現場に生息する動植物の情報をスマートフォン等の
GPS機能付き携帯情報端末を使用して、現地でGISに記
録し、オンラインで関係者に情報共有する動植物管理手
法を開発。

フジタ

🏁 ● ●
https://www.fujita.co.jp/informatio
n/2017/gis.html

2-3.  生物多様性評価方法の開発

25 ●

生息地評価モデルの開発 敷地内の生息地評価 鳥の行動を細かく調査した結果に基づき、鳥が好んで訪
れる環境を設計・評価する。

大林組

🏁 ○ ●
https://www.obayashi.co.jp/news
/detail/news20150204_1.html

26 ●

いきものナビの開発 生き物の誘致 対象地の規模や指標種によらず、700か所以上のデータ
ベースを用いて簡易に対象地へ呼び込む生き物の予測
が可能となるシステム。

大林組

🏁 ○ ●
https://www.obayashi.co.jp/news
/detail/news20130220_01.html

27 ●

森コンシェルジュの開発 生物多様性向上に配
慮した緑地の創出

裸地から「鎮守の森」ができるまでの過程で見られる多
様な植生及びその主な植物の種類を地域ごとにデータ
ベース化し、地域性に考慮した植生やそこに用いる植物
の種類を、迅速に提案できる緑地計画ツール。

大成建設

🏁 ○ ○ ●
https://www.taisei.co.jp/about_us
/wn/2017/170704_3596.html

28 ●

いきものコンシェルジュの開発 生き物の飛来可能性
を予測し、生物多様
性に配慮した空間づ
くりを実現

樹林や草地などの緑地や水辺などの周辺環境の評価
と、計画地内の環境評価により、平井可能な生物の種類
を予測することで、生物多様性の評価を行う。

大成建設

🏁 ○ ○ ●
https://www.taisei.co.jp/about_us
/wn/2013/130805_3454.html

〔SDGs17の目標〕 ●：主要目標（１つ）　　○：関連目標（複数可）　←WGの判断による
　　　　　　　　　　　　塗りつぶしは、実施主体が公表した関連目標（すべて●）
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29 ●

水辺コンシェルジュの開発 水辺に生息する希少
動植物の保全

里山の水辺に生息する希少動植物を対象とし､保全に必
要な日照、水域、土質等の環境条件や代償地などに関
する生物専門家の知見を集積したデータベースに基づ
き、保全計画に必要な情報を迅速に提供できるツール。

大成建設

🏁 ○ ○ ●
https://www.taisei.co.jp/about_us
/wn/2020/201119_4977.html

2-4.  森林計画

30 ○ ●

環境に配慮した工事 のり面緑化 伐採後に廃棄予定だった樹木をチップにして、法面緑化
に利用。酸性土壌や急斜面地でも緑化が可能。

大林組

🏁 ○ ○ ○ ●

https://www.obayashi.co.jp/soluti
on_technology/detail/tech_d024.h
tml

31 ○ ●

森林の整備 森林の多面的機能の
発揮

「地球への配当」として連結純利益の2％を目安に、地球
環境に貢献する事業外活動に拠出している。さらに、社
員本人や家族が森林ボランティア活動などに参加すると
「Me-pon」（Maeda eco-point）というポイントが付与さ
れ、貯まったポイントはエコ商品やエコ休暇との引き換
え、人間ドック受診補助、森林整備活動等への寄付に使
うことができる。この「地球への配当」や「Me-pon」を活
用し「MAEDAの森」を設置し、森林整備活動を行ってい
る。

前田建設工業

🏁 ● ○ ● https://www.alterna.co.jp/29685/

2-5.  生物多様性オフセットの実施

32 ●

環境に配慮した工事 多用な生物が利用す
る環境の創出

札幌ドームでは、エコロジカルプランニングの手法を用
い、そのための計画条件を提供し、生物に配慮した外構
計画を支援した。施設稼働後も、長期にわたるモニタリン
グを実施し、創出した環境が生物多様性に寄与している
ことを検証している。

大成建設

🏁 ● ● ●

https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/s
hizen/satotisatoyama/satoyama-
initiative_d/fil/01.pdf

2-6.  森林認証木材の使用

33 ●

地域性在来植物トレーサビリ
ティ認定

地域性在来植物の適
正管理

地域性在来植物による緑化の適正な普及のためには、
植物の採取から育成、出荷までの工程における、適正な
管理が求められる。筑波技術研究所内にある「つくば再
生の里」では、造成工事前に植栽に用いる植物の種子
及び苗を採取した場所、育てた場所、その間の管理方法
など出荷に至る履歴を連続的に記録し、育成し、樹木に
対するトレーサビリティ認定を取得した。

戸田建設

🏁 ○ ●
https://www.toda.co.jp/csr/enviro
nment/biodiversity.html

3． 大気保全

3-1.  建設機械の電動化

34 ○ ●

電動建設機械による環境配慮 排気ガスゼロ、騒音
と排熱の低減

コマツがこれまで培ってきたバッテリー式のフォークリフト
やミニショベルの技術をベースに、リチウムイオンバッテ
リー・油圧を使用しない電動シリンダなどの新たな技術を
搭載することでフル電動化を実現。

コマツ

🏁 ○ ●
https://www.komatsu.jp/ja/newsro
om/2021/20210513_3

〔SDGs17の目標〕 ●：主要目標（１つ）　　○：関連目標（複数可）　←WGの判断による
　　　　　　　　　　　　塗りつぶしは、実施主体が公表した関連目標（すべて●）
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（閲覧日：2022年3月31日）

3-2.  光触媒の利用

35 ●

光触媒による大気浄化 大気浄化や脱臭 仮囲いなどに光触媒シートを貼り、大気浄化や脱臭効果
を実現している。

日本機電など

🏁 ○ ●
https://n-
kiden.co.jp/publics/index/27/

4． 化学物質対策

4-1.  改正土壌汚染対策法への対応

36 ●

微生物による汚染土壌浄化 VOC分解 VOCs汚染地盤に微生物栄養剤を注入することにより、
地盤中の微生物を活性化し、VOCsを分解浄化する。

大林組

🏁 ○ ●
https://www.obayashi.co.jp/chroni
cle/database/d18.html

〔SDGs17の目標〕 ●：主要目標（１つ）　　○：関連目標（複数可）　←WGの判断による
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9
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この資料で提示させていただいた建設業におけるアクションプランの概要および取り組み

事例が、企業・団体のSDGsの取り組みのきっかけや参考になり、建設業全体のSDGsへの

取り組みの推進に役立てば幸いです。

土木工事技術委員会 環境技術部会

「建設業におけるSDGsに関する調査」ワーキング


